優れた教員の確保・養成と教授会自治 : 松山大学の再生と発展 by 青野 勝広
松 山 大 学 論 集
第 26 巻 第 1 号 抜 刷
2014 年 4 月 発 行
優れた教員の確保・養成と教授会自治
――松山大学の再生と発展――
青 野 勝 広
優れた教員の確保・養成と教授会自治
――松山大学の再生と発展――
青 野 勝 広
序
小論は，最近，筆者が地方私立大学の再生と発展を願って書いた2冊の拙書，
『地方私立大学の再生』（2012年3月）と『加藤彰廉初代校長の下での松山高
等商業学校の経営・教育と松山大学の伝統――「全ての学生への就職の確保」
と「優れた教員の確保」――』（2014年3月）の延長線上にある。
『地方私立大学の再生』は，戦後，日本の私立大学において，「教授会自治」
の名の下での教授会による実質的な人事権の掌握，教員や教職員による学長
（あるいは，理事長や学長）の実質的な選出権，教職員の終身雇用制と年功序
列が保持され，マスプロ教育が行われてきた要因とメカニズムを明らかにする
と共に，潜在的経済成長率の低下，18歳人口の減少といった日本の経済・社
会の構造変化に伴って，それらの要因が変化していることを明らかにし，その
上で，地方私立大学，特に，文科系（社会科学系と人文科学系）の地方私立大
学に焦点を当てて，その再生と改革の方向を提示することを目的とするもので
あった。
『加藤彰廉初代校長の下での松山高等商業学校の経営・教育と松山大学の伝
統――「全ての学生への就職の確保」と「優れた教員の確保」――』は，今後，
50年間で18歳人口が2分の1以下にもなると予測されるような地方私立大学
の存続・発展にとって厳しい時代にこそ，これからの松山大学にとって，優れ
た教員の確保・養成ときめ細かい少人数教育，熱心な就職の世話によって官立
高等商業学校にも負けない松山高等商業学校発展の基礎を築いた加藤彰廉初代
校長の学校経営・教育方針から学ぶべきところが多いという考えの下に書かれ
た。そこでは，「学校のことは学校の方々に任す」という学校の自主経営・自
治経営は，松山高等商業学校創立以来の伝統であり，この点で松山大学は全国
で例のない大学であるといった主張は，何の根拠もなく，全くの誤りであるこ
とを明らかにした。このような松山高等商業学校創立以来の伝統に対する誤っ
た理解は，「教授会自治」について誤った主張を正当化させる役割を果たし，
「寄附行為」や「学長選挙規程」にも影響を及ぼし，松山大学が発展するため
の阻害要因となっている。
筆者は，加藤彰廉初代校長以来の松山高等商業学校から学ぶべき誇るべき伝
統は，「すべての学生の個性に応じた就職先の確保」と「優れた教員の確保・
養成と研究の重視」であると考えている。「すべての学生の個性に応じた就職
先の確保」をするためには，採算性を考慮しながら，各学部で責任を持って就
職の世話のできる学生数，学生の質を考えた学生定員を設定しなければならな
い。「優れた教員の確保と養成」をするためには，弊害の多い「教授会自治」に
代わって将来を見通し，明確な事前の評価基準と専門家による新たな教員の確
保と養成策が策定されなければならない。何よりも，これらが責任と権限の所
在が明確な下で行われなければならない。責任のないところに権限があっては
ならない。また，権限を行使した者は，その責任を取らなければならない。
小論は，地方私立大学である松山大学を念頭に置きながら，学長の選考と教
授会自治・教員の雇用形態・すべての学生の個性に応じた就職先の確保のため
の優れた教員の確保・養成に焦点を当てて考察を行う。
以上の問題意識に従い，第1章では，中央教育審議会大学分科会組織運営部
会が，平成25年12月24日に発表した「大学のガバナンス改革の推進につい
て」（審議まとめ）の内，小論の問題意識と関連する部分を中心にその論点を
整理する。（以下では，中央教育審議会大学分科会組織運営部会の「大学のガ
バナンス改革の推進について」（審議まとめ）を「ガバナンス改革」という）。
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「ガバナンス改革」は，大学のガバナンスの目的を達成するために，人事に
ついて学長がリーダーシップを持つことの重要性を強調し，教授会の審議事項
である教育研究業績の審査についても，学長がリーダーシップを持って，教育
研究業績の審査が適正であるかどうかを判断すべきことを提案している。これ
は，いわゆる「教授会自治」とは対立する見解である。
学長の選考については，「本来，学長選考組織は，学長に求められる職務や
資質・能力についての考え方を明示した上で，学長選考を行うべきである。し
かしながら，学長選考に際して，こうした情報が，事前に十分明示されなかっ
たり，事実上，教職員による投票の結果を追認することになっていたりするよ
うな例などもあり，一部には，学長選考組織が，主体的に選考を行っていると
は言い難い状況も見られる。」と述べ，「学長選考組織の構成員には，地域関係
者，卒業生，保護者等にも人材を求め，大学のステークホルダーが幅広く参画
するような構成とすることが適当である。」（24頁）と述べている。
教授会については，その役割の明確化と審議事項の透明化を求め，教授会の
役割の明確化については，「学校教育法に基づいて設けられる機関である教授
会の審議事項は，当然に，教育研究に関することに限られると解される。」と
述べ，教授会が審議すべき「重要な事項」についても，「学長が最終決定を行
う必要がある。」と述べている。
教授会における審議事項の透明化や役員会や理事会の重要な意思決定につい
て情報公開を推進していくことは，ステークホルダーへの説明責任というだけ
でなく，教授会や役員会・理事会での責任ある発言や意思決定に資するところ
が大きいであろう。
第2章では，私立学校法が，大学のガバナンスの目的である教育，研究及び
社会貢献の機能を最大化するという観点から，また，公共性の確保という観点
から，どのような問題点を持っているかを考察する。特に，教員人事の最終責
任者である学長・理事長の選出方法と教授会自治の問題点について考察する。
私立学校法の問題点として，公共性を確保する仕組みの欠如と責任の所在を
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明らかにする仕組みの欠如が挙げられる。公共性を確保する仕組みの欠如につ
いては，「私立学校法」は，「公共性を高める」ために必要な理事長や学長の選
考方法を規定しておらず，公共性を高めるための基本的枠組みが欠如してい
る。理事長の任期，選任及び解任の方法は，各私立大学の寄附行為に任せ，学
長選任については，言及されていない。学長の選任方法について学外の意見，
公共性や社会的評価を反映するような仕組みになっていない。学外の意見を反
映せず，学内構成員だけで理事長・学長を選出できる。
責任の所在を明らかにする仕組みの欠如については，私立学校法は，理事
長，理事会，学長，評議員会が相互協力関係と相互チェック機能を持つことを
意図したと考えられる。しかし，どこが監視機関でどこが決定機関なのか，ど
こが執行機関なのかが，不明確であり，各大学の自由な裁量に任されている。
その結果，理事長，理事，学長，評議員の学内組織上における責任だけでな
く，社会的責任が不明確であり，私立大学の経営が破綻するまで，誰も責任を
取らない経営を可能にしている。理事長・学長等の実質的な選出権を誰が持つ
かによって相互協力という名の下に相互チェック機能が働かなくなる危険性が
大きい。
私立学校における教授会自治の問題点としては，「重要事項についての恣意
性」という問題点と「教員人事についての恣意性」という問題点が挙げられる。
「重要事項についての恣意性」については，学部教授会の決定を判断する学部
教授会以外の判断基準が示されない限り，「重要事項」とは何かという決定や
教員の採用・昇進・再雇用等といった教員人事の決定及び「重要事項」の決定
が教授会構成員の多数決で決定されることになる。その結果，既存の教授会構
成員の多数派による実質的な人事権の掌握や支配という弊害を排除できない。
大学ガバナンスの観点から，教授会が教育研究機関として機能するために
は，まず，教授会で審議できる「重要事項」を教育研究に関することに限り，
当該教授会構成員の多数決とは別の方法で事前に明確にしておくことが必要で
ある。また，単に当該教授会構成員の多数決を追認するだけの学部長ではな
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く，大学としての組織の中の学部長としての責任を明確にしておくことが不可
欠である。
「教員人事についての恣意性」については，教授会自治の内容を拡大解釈し
て，教授会が教員人事の実質的な権限を持ち，教授会構成員の多数決によって
教員の採用・昇進・再雇用等といった教員人事を決定する実質的な権限を教授
会が持っていること，と考えた場合，教授会自治は，理事会・理事長に対して
だけでなく，教授会内部の構成員である教員と教授会外部の教員や教員希望者
の人事についての実質的な権限を持つことになる。教授会構成員の多数派は，
昇進・再雇用等において，多数決によって教授会構成員の少数派を排除し，教
授会構成員の多数派を維持・拡大することができる。学部教授会の決定を判断
する学部教授会以外の判断基準が示されない限り，学部教授会の決定を判断す
るのは，学部教授会内部の構成員の多数決の判断である。教授会自治の問題点
は，法的に責任を取らない教授会が教員人事の実質的権限を掌握しているとい
うだけではない。教授会自治は，教授会内部の構成員の多数決の判断であると
いう以外に，教授会が審議決定した教員人事について誰がどのような基準で決
定したのかということが誰にも分らないようにする仕組みになっていることで
ある。つまり，人事の決定について何の責任も取らず，何の代償も支払わない
仕組みになっている。そのことによって，教授会内部の構成員の多数決の判断
を正当化させ，教授会自治という名の下に教授会構成員多数による教員人事の
実質的権限を強固にする内的要因を持っている。教授会が機能するためには，
まず，採用・昇進・再雇用等といった教員人事を審議する教授会構成員が教員
人事を審議する専門的能力があるかどうかを判断する学部教授会以外の資格判
断基準が存在しなければならない。
第3章では，「大学のガバナンス改革の推進」という観点と私学の伝統という
観点から，松山高等商業学校から松山大学の理事長・学長の選考について，歴
史的に考察する。「大学のガバナンス改革の推進」には，誰が，どのような方
法で学長を選出するかという学長選考方法が決定的に重要となるからである。
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まず，松山高等商業学校における校長（現在の学長）・専務理事（現在の理
事長）の選任について考察する。松山高等商業学校創立以来，歴代校長は，加
藤彰廉初代校長，渡部善次郎第二代校長，田中忠夫第三代校長の3人である。
3人の校長の評価は別として，松山高等商業学校の寄附行為に基づき3人共に
学外の理事者側の意向によって校長兼常任理事に選任された。教授会は校長の
諮問機関であり，教員の人事権は，校長が持っていた。「学校のことは学校の
方々に任す」あるいは「学校のことは学校の教職員に任す」という学校の自主
経営・自治経営が松山高等商業学校創立以来の伝統であり，この点で松山大学
は全国で例のない大学であるといったことが，あたかも疑う余地のない事実で
あるかのように，現在多くの教職員によって語られ，それらの教職員が現在の
松山大学の選挙規程の制定や松山大学の経営に大きな影響を与えているが，こ
のような主張は誤っており，何の根拠もない。
新制松山商科大学以降の理事長・学長の選出については，昭和32年3月27
日に「松山商科大学学長選考規程」が制定され，学長の選考は，推薦委員会で
学長候補者3名以内が推薦され，これを単記無記名投票によって選挙を行い，
学長候補者選挙管理委員会が当選者を決定，学校法人松山商科大学が任命し
た。学長の任期は3年で重任は妨げないことになっている。推薦委員会には，
学内教職員だけでなく，温山会員（卒業生の会「温山会」の会員）が推薦する
2名も入っている。筆者の記憶では，推薦委員会のメンバーには，温山会の会
長他，温山会員から選ばれた松山大学の理事が入っており，温山会として，学
長候補者を推薦するのに一定の発言権を持っていた。
その後，平成5年5月15日に「松山大学学長選考規程」が改定された。学
長候補者には，立候補者制と推薦制が採用され，学長候補者を推薦できる権利
を持つ者は，学内の教職員および温山会の理事であり，10名連記で1名の学
長候補者を推薦できるようになった。学長の任期は3年で1期に限り再選が可
能であった。平成5年に改定された「松山大学学長選考規程」の特徴は，⑴松
山大学の専任かつ常勤の教授・学長であれば，教育研究業績・社会活動等と
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1，000字程度の所信表明を示す書類を提出して立候補ができ，大学の改革につ
いて所信を述べることができること，⑵学内の教職員および温山会の理事であ
れば，10名連記で1名の学長候補者を推薦できるようになったことである。
これによって，学内の教職員にとっても温山会の会員にとっても推薦できる学
長候補者の幅が大きく広がった。また，少数派でも，教育研究業績・社会活動
等の実績と1，000字程度の所信表明を示す書類を提出し，学長候補者として，
所信を述べることができた。
さらに，平成18年4月28日に「松山大学学長選考規程」が改定され，学長
候補者を推薦できる権利を持つ者は，学内の教職員だけになった。〈学長の選
考〉として，第1条に「独立自尊の精神に則り」「選挙権者」の「自由な意思
に基づいて行われなければならない。」（第1条第2項）としている。さらに，
第1条の第4項から第6項に，選挙権を持つ学内教職員以外の者が「選挙権者
の自由な意思に基づく学長選挙の妨げとなる言動又は妨げとなる恐れのある言
動をしてはならない。」そのような言動をした場合には，選挙管理委員会が，
その言動の内容を公示しなければならない，と規定している。学長の第一回目
の投票（第一次投票）は，単記無記名によって行われ，単記無記名投票の結果，
上位3位以内が学長候補者になり，学長候補者になった者は，経歴，研究業績
等と1，000字以内の所信表明を示す書類，その他有権者にとって有意義と認め
られる情報，教員又は研究者の場合は研究業績，学会及び社会における活動を
提出し，第二回目（第二次），第三回目（第三次）と単記無記名投票で1名に
絞り込む。学長の任期は，2年であり，再々選まで（6年）可能である。
平成18年に改定された「松山大学学長選考規程」の特徴は，⑴卒業生（温
山会員）の推薦制度も廃止され，松山高等商業学校創立以来，初めて，学内教
職員だけで実質的に学長・理事長を選ぶようになったこと，また，実質上，有
権者である学内教職員以外の者が学長選挙について発言することを禁じたこ
と，⑵学内少数派は，学長選挙において教育研究業績等と所信表明をする機会
が無くなり，教育研究業績等と所信表明のないまま，単記無記名投票で上位3
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位以内が学長候補者となり，その中でのみ，学長・理事長が決められること，
⑶任期が2年と短くなったから，選挙権者である現在の教職員の意向に沿わな
い政策は困難になったことである。
平成18年4月28日改定の「松山大学学長選考規程」の問題点は，⑴有権者
に学長候補者の情報を与えずに学長候補者の選択を求めるシステムになってい
ること，⑵有権者が学内教職員に限定されていることである。
松山高等商業学校創設以来，専務理事（現在の理事長）・校長（現在の学長）
は，学外の理事によって選ばれていた。新制大学になっても昭和32年3月27
日制定の「松山商科大学学長選考規程」，平成5年5月15日制定の「松山大学
学長選考規程」においても役割は異なるが，全卒業生の組織である「温山会」
が学長選考に関わっていた。しかし，平成18年制定の現行「松山大学学長選
考規程」は，卒業生（温山会員）の推薦制度も廃止され，実質上，有権者であ
る学内教職員以外が，学長候補について話題にすることも「選挙権者の自由な
意思に基づく学長選挙の妨げとなる言動又は妨げとなる恐れのある言動」とな
り，禁じられている。松山高等商業学校創立以来，初めて，学内教職員だけで
実質的に学長・理事長を選ぶようになっている。
現行の「松山大学学長選考規程」は，松山大学教職員多数派の松山大学教職
員多数派による松山大学教職員多数派のための学長選挙になる危険性を強く感
じざるを得ない。何よりも，松山大学の内部から，変化する社会のニーズに対
応し，あるいは，先取りして，大学を改革・発展させる人材が登場するのを阻
害する弊害を持っている。優れた人材は，どの組織にも存在する。「松山大学
学長選考規程」は，そのような優れた人材にチャンスを与えるものでなければ
ならない。
第4章では，地方私立大学において優れた教員を採用し，養成するための将
来の雇用形態の在り方を検討するために，終身雇用制と任期制の長所と短所及
び望ましい雇用形態について述べ，近年，大学教員の需給関係の変化によって，
地方私立大学において終身雇用制雇用形態と年功序列制賃金体系が機能する前
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提が崩れつつあることの意味について考察する。さらに，教授会自治と教員の
終身雇用制・年功序列制との関連とその問題点について述べる。
本章の議論より，一部の教員への任期制雇用体系の導入は，それが既存の教
授会構成員の終身雇用制の雇用体系と競合しない限り，教授会構成員の多数に
よる実質的な人事権の掌握を弱体化させないが，全ての若手への任期制の雇用
体系とすべての教員への業績評価による賃金体系がセットで導入され，新たに
雇用された教員が教授会構成員に加わるならば，教授会構成員の多数による実
質的な人事権の掌握を弱体化させると言える。
第5章では，「学部教授会自治」と教育・研究の審査能力との関連について
考察する。学部教授会構成員が教員人事についてその資格審査権を持っている
ことの合理性を主張できる唯一の理由は，学部教授会が教育・研究者の専門集
団として，学部内の教員の教育・研究能力を審査するのに最も優れた専門家か
ら構成されているという前提である。しかし，中・小規模の地方私立大学の文
系学部教授会構成員の専門分野は異なることが多く，若い教員から年配の教員
まで年齢も異なり，教育・研究業績も異なる。既存の学部教授会構成員が，教
員の採用，昇任，再雇用等の人事についてその資格を公正に審査する意思が
あったとしても，公正に審査する能力があるとは言えない。以上より，「学部
教授会が教育・研究者の専門集団として，教員の教育・研究能力を審査するの
に最も優れた専門家から構成されているという前提」が充たされているとは言
えない。学部教授会自治の大きな問題点は，既存の学部教授会構成員が，自己
の行動に責任を取らず，代償も支払う必要がないと考えて行動した場合に生じ
る幣害を助長することである。
教員の教育・研究能力や業績の審査は，審査する能力を持った者と公平に
審査する意思を持った者が行うべきである。そこで，専門能力を持った学外の
専門家の活用や教員評価システムの構築を提案する。教員評価システムの構築
には，⑴個々の教員が事前に評価可能な評価システムの構築 ⑵研究・教育業
績の評価を中心に特定の評価項目に偏らない評価システムの構築 ⑶評価者の
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明確化と評価過程の透明化 ⑷評価される教員への評価の公開と評価に対する
異議申し立て制度の確立が含まれねばならないことと，その理由について，
簡単に述べる。さらに，教員人事の責任の所在の明確化，透明化という点で，
参考になる事例として，青森公立大学教員採用及び昇任規程の特徴について述
べる。
学部教授会自治の弊害を除去するためには，外部の専門家を含む専門家によ
る客観的・中立的な研究・教育業績の審査が不可欠であるが，問題は，研究・
教育を評価する基準は，何かということである。
第6章では，経済学に例をとって，日本学術会議経済学委員会経済学分野の
参照基準分科会が，平成25年11月11日に策定した「経済学分野の参照基準
（原案）」の内容と「経済学分野の参照基準（原案）」に対する基礎経済科学研
究所の反対理由について述べる。
次に，研究・教育を評価する基準という観点からだけでなく，大学における
学問の自由，教授会自治，情報の公開という観点からも興味深い事例として，
松山大学経済学部におけるマルクス経済学入門の必修化について述べる。ま
ず，松山高等商業学校（現松山大学）以来の本学の経済学の伝統について述べ，
松山高等商業学校（現松山大学）以来の本学の経済学の伝統には，マルクス経
済学の伝統はなかったことを明らかにする。その上で，松山大学経済学部にお
けるマルクス経済学教育の特徴について述べ，最後に，松山大学経済学部にお
けるマルクス経済学必修化の問題点について述べる。
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第1章 中央教育審議会の「大学のガバナンス改革の推進に
ついて」（審議まとめ）
中央教育審議会大学分科会組織運営部会は，平成25年12月24日に「大学
のガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）を発表して，インターネッ
ト上でも公表し，大学のガバナンスの現状には大きな問題点があり，大学が，
これからの社会の要請に応えるためには，大学のガバナンス改革を推し進めて
いくことを求めている。以下では，「大学のガバナンス改革の推進について」
（審議まとめ）の内，小論の問題意識と関連する部分を中心にその論点を整理
しておこう。（以下では，中央教育審議会大学分科会組織運営部会の「大学の
ガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）を「ガバナンス改革」という）。
1．1．大学のガバナンスの目的とガバナンス改革
「学校教育法」は，第八十三条第1項において，大学の目的を「大学は，学術
の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知
的，道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。」とし，第2項に
おいて「大学は，その目的を実現するための教育研究を行い，その成果を広く
社会に提供することにより，社会の発展に寄与するものとする。」としている。
したがって，「ガバナンス改革」は，「大学のガバナンス改革は，大学のガバ
ナンスの目的である教育，研究及び社会貢献の機能を最大化するものでなけれ
ばならない。」（15頁）としている。
「大学は，各種の財政支援や様々な税制上の優遇措置を受ける，我が国の高
等教育に責任を担う公共性の高い存在であることに鑑みれば，これに応じて社
会的に求められるガバナンスを確保すべき責務を負うといえる。」（16頁）と
している。
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1．2．人事についての学長のリーダーシップ
「ガバナンス改革」は，大学のガバナンスの目的を達成するために，人事に
ついて学長がリーダーシップを持つことの重要性を強調し，人事についての学
長のリーダーシップについては，「学長は，高い専門性を有する教員組織の審
査を経て選考された候補者の採用に際して，大学の方針に合致しているかとの
観点のほか，自らも大学における学問の多様性や個別性を推進する観点から，
教授会での教員業績審査に際しての利害関係者の関与の有無や，教育研究業績
が十分であることを確認しているか，といった選考の手続きや，判断の適正の
確保に努めるべきであり，適正でない場合には，教授会に審査を差し戻すこと
があってよい。また，教授会から複数の採用候補者の推薦を受けて，その中か
ら採用することや「選考」についての適正を担保するために，例えば，学長の
下に特別の委員会を設置することなども考えられる。」（20～21頁）と述べて
いる。
学校教育法第五十八条第3項では「学長は，校務をつかさどり，所属職員を
統督する。」となっているから，学長が最終決定権を持つことは明らかである
が，「ガバナンス改革」では，一歩踏み込んで，教授会の審議事項である教育
研究業績の審査についても，学長がリーダーシップを持って，教育研究業績の
審査が適正であるかどうかを判断すべきこと，教授会から複数の採用候補者の
推薦を受けて，その中から採用することや「選考」についての適正を担保する
ために，教授会とは別に，学長の下に特別の委員会を設置することなどを提案
している。
これは，いわゆる「教授会自治」とは対立する見解である。学長がこのよう
な教員人事についてのリーダーシップを持つためには，学長は，教員組織や教
授会の意向によってのみ左右されない学長の選考方法が不可欠である。教員組
織や教授会の意向によって学長が選考されるならば，教員組織や教授会は，学
長を不信任するか，次期の学長には，教授会の意向に従う学長を選ぶことがで
きる。その結果，「ガバナンス改革」のいう教員人事についての学長のリーダ
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ーシップは，失敗に終わる。
私立大学において教員採用の面で大学ガバナンスに取り組んでいる事例－広
島修道大学
「ガバナンス改革」は，私立大学において教員採用の面で大学ガバナンスに
取り組んでいる事例として，広島修道大学を挙げている。広島修道大学では，
教員採用計画は，運営委員会（委員長は学長）で策定し，大学評議会（議長は
学長）で決定する。採用は，公募等による候補者の中から，教員推薦委員会（委
員長は学長）が推薦適格者を決定し，その者について学部教授会の資格審査・
判定を経て，学長が決定する。（5頁）
1．3．学長の選考・業績評価
学長の選考
「本来，学長選考組織は，学長に求められる職務や資質・能力についての考
え方を明示した上で，学長選考を行うべきである。しかしながら，学長選考に
際して，こうした情報が，事前に十分明示されなかったり，事実上，教職員に
よる投票の結果を追認することになっていたりするような例などもあり，一部
には，学長選考組織が，主体的に選考を行っているとは言い難い状況も見られ
る。」（22頁）ここで，「学長選考組織」とは，「国立大学法人の学長選考会議，
公立大学法人の学長選考機関，私立大学の理事会や学長選考委員会などの学長
を選考する組織」をいう。
「学長選考組織が将来の大学のミッションを見通した上で，ミッションの実
現に向けて大学を委ねられる人材を獲得するため，求めるべき学長像を明確に
示し，候補者のビジョンを確認した上で決定すべきである。そのため，現在の
学長選考方法が，そうした学長を選考するために適した方法なのか，再点検し，
見直していくことが必要である。」（23頁）
「ミッション」とは，建学の精神や設立の理念といったものとは異なり，我
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が大学は，このような教育研究をし，このような学生を社会に送り出すといっ
たその大学の使命・役割を示し，「ミッション」にしたがって，カリキュラム
が組まれ，教育が行われなければならない（この点については諸星［2008］第
2章参照）。
「ガバナンス改革」は，「学長選考組織の構成員には，地域関係者，卒業生，
保護者等にも人材を求め，大学のステークホルダーが幅広く参画するような構
成とすることが適当である。なお人選に当たっては，審査の公平性等の観点に
十分に配慮することが必要であろう。」（24頁）と述べている。これは，直接
的には，国立大学法人等の学長選考組織の構成員について述べたものである
が，私立大学についても言えることである。
学長選考方法で改革に取り組んでいる事例－東北大学
「ガバナンス改革」は，学長選考方法で改革に取り組んでいる国立大学法人
の事例として，東北大学を挙げている。東北大学では，3カテゴリー（経営協
議会，教育研究評議会，教授・准教授30人以上からの推薦者）について，総
長選考会議が所信表明書の審査や面接等を経て，意向投票を行わず合議により
総長を決定する。
学長の業績評価
「学長選考組織において選考した学長の業務執行状況については，学長選考
組織自身や監事による恒常的な確認が必要である。」また，「学長を適切に評価
することができる委員を選任する必要がある。」（25頁）「十分な業務執行が行
われていないと判断される場合には，学長選考組織は任命権者に対して学長の
解任を申し出る責務がある。」（26頁）
学長の業績評価は，人気投票ではなく，事前に学長の業績評価のできる委員
を選び，委員は，業績に基づいて，業績が悪い場合に「任命権者に対して学長
の解任を申し出る責務がある」としている。
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1．4．学部長等の選考・業績評価
学校教育法第五十八条第5項では「学部長は，学部に関する校務をつかさど
る。」と定めている。「学部長は，学長のビジョンや大学の経営方針を共有して
適切な役割を果たすことのできる学部長を任命することが必要である。」「学部
長についても，その職務を果たすにふさわしい人材を選考できる仕組みになっ
ているかどうか大学全体で再点検すべきである。例えば，複数の候補者の中か
ら学部長を指名するなど最終的には，理事会や学長の判断により学部長を任命
すべきである。」「なお，学部長の業績の評価は学長が行うべきこと，また監事
が学長と学部長の関係や，学長のビジョンや大学の経営方針の下での各学部の
取り組みの状況まで含めて監査を行うことが必要である。」（26頁）
ここでも，「学部教授会自治」ではなく，学長のリーダーシップの下に，適
切な役割を果たすことのできる学部長を任命することの必要性が述べられてい
る。また，監事については，学長と学部長の関係や，学長のビジョンや大学の
経営方針の下での各学部の取り組みの状況まで含めて監査を行うという広範な
権限とその必要性を述べている。
学部長等の選考方法で改革に取り組んでいる事例－長崎大学と大妻女子大学
「ガバナンス改革」は，学部長等の選考方法で改革に取り組んでいる事例と
して，次の2例を挙げている。学長が特に必要があると認めるときは，部局長
を指名できる。全ての新任・再任部局長は，学長が提示する諸課題についての
方針を，教育研究評議会で所信表明する（長崎大学）。
学部から複数の学部長を推薦させた上で，学長が1名を選び，理事会におい
て決定する（大妻女子大学）。
ここでも，無記名投票で各学部の構成員の多数を占める教員の意向で学部長
が決まるという「学部教授会自治」とは，全く異なり，理事会や学長の判断に
より学部長を任命すべきことを主張している。
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1．5．教授会の役割の明確化と審議事項の透明化
教授会の役割の明確化
学校教育法第九十三条は，「大学には，重要な事項を審議するため，教授会
を置かねばならない」と規定している。これに対して「ガバナンス改革」は，
「そもそも学校教育法は，教学面を規定する法律であり，国立大学法人法や私
立学校法等のように経営面について規定するものではない。したがって，学校
教育法に基づいて設けられる機関である教授会の審議事項は，当然に，教育研
究に関することに限られると解される。」（27頁）と述べ，「問題は，本来学長
や理事会に最終決定権がある事項について，直接責任を負う立場にない教授会
の議決によって，学長や理事会の意思決定が事実上否決できるような，権限と
責任の不一致が生じる場合である。そのような場合には，ガバナンス体制が不
明確になっていると言わざるを得ない」（28頁）とし，教授会が審議すべき「重
要な事項」についても，「学長が最終決定を行う必要がある。」（28頁）と述べ
ている。
以上より，教授会の審議事項は，教育研究に関することに限られ，教育研究
に関することでも，教授会にあるのは，審議権であり，決定権は，学長にある
ことになる。学校教育法第九十三条の「大学には，重要な事項を審議するため，
教授会を置かねばならない」という規程を盾にとって「教授会自治」を主張す
る根拠はない。
教授会の審議事項の透明化
「ガバナンス改革」は，「既に一部の大学においては，教授会の議事概要や審
議事項等をホームページ上で公開するなど，教授会の情報公開の動きも出始め
ており，各大学や学部等が，積極的に教授会における審議事項の透明化を進め
ていくことが期待される。
なお，ステークホルダーへの説明責任は情報公開により果たしていくことが
重要であることから，役員会や理事会といった法定の会議体での重要な意思決
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定についても，情報公開を推進していくことが必要である。」（30頁）と述べ
ている。
教授会における審議事項の透明化や役員会や理事会の重要な意思決定につい
て情報公開を推進していくことは，ステークホルダーへの説明責任というだけ
でなく，教授会や役員会・理事会での責任ある発言や意思決定に資するところ
が大きいであろう。
第2章 教員人事から見た私立大学のガバナンス
「ガバナンス改革」は，「大学のガバナンス改革は，大学のガバナンスの目的
である教育，研究及び社会貢献の機能を最大化するものでなければならな
い。」（15頁）としている。また，「大学は，各種の財政支援や様々な税制上の
優遇措置を受ける，我が国の高等教育に責任を担う公共性の高い存在であるこ
とに鑑みれば，これに応じて社会的に求められるガバナンスを確保すべき責務
を負うといえる。」（16頁）と述べている。
以下では，私立学校法が，大学のガバナンスの目的である教育，研究及び社
会貢献の機能を最大化するという観点から，また，公共性の確保という観点か
ら，どのような問題点を持っているかを考察しよう。特に，教員人事の最終責
任者である学長・理事長の選出方法と教授会自治の問題点について考察しよ
う。
2．1．私立学校法の問題点－公共性を確保する仕組みと責任の所在を明らかに
する仕組みの欠如
公共性を確保する仕組みの欠如
「私立学校法」は，第一条において，私立学校法の目的を「この法律は，私
立学校の特性にかんがみ，その自主性を重んじ，公共性を高めることによつて，
私立学校の健全な発達を図ることを目的とする」と定めている。日本の私立学
校法では，「私立学校の自主性」を認める一方で，私立学校といえども公教育
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の一翼を担っている点においては国公立の学校と変わりなく，「公の性質」（教
育基本法第六条第1項）を有するものとされているという観点から，私立学校
にも「公共性を高めること」を求めている。しかし，私立学校法は，「公共性
を高める」ために必要な理事長や学長の選考方法を規定しておらず，公共性を
高めるための基本的枠組みが欠如している。理事長の任期，選任及び解任の方
法は，各私立大学の寄附行為に任せ，学長選任については，言及されていな
い。私立学校法は，学校法人を代表し，その業務を総理する理事長や校務をつ
かさどり，所属職員を統督する学長の選任方法について学外の意見，公共性や
社会的評価を反映するような仕組みになっていない。学外の意見を反映せず，
学内構成員だけで理事長・学長を選出できる。私立学校法の大きな問題点は，
その目的とする「公共性を高める」ために，公共性や社会的評価を私立大学の
経営に反映するための仕組みが欠けていることである。私立学校法の一つの特
徴は，自主性というより，自由度が高いことである。
ここで注意しなければならないのは，私立学校が対象とする「公共」は，利
害の異なる多数の人々から構成されているということである。私立大学が「公
共」の利益のために運営されなければならないというときの「公共」には，学
生，学生の両親，卒業生，企業経営者，納税者等が含まれている。
日本の私立大学に対して公共性を高めるように行動することを求めるとして
も，誰が，どのような方法や組織で「公共性」を評価するのか，日本の私立大
学において，公共性を高めるように行動するインセンティブをどのようにして
与えるかといったことが明らかにされない限り，日本の私立大学が公共性を高
めるように行動しているかどうかは判断できない。
責任の所在を明らかにする仕組みの欠如
私立学校法は，理事長，理事会，学長，評議員会が相互協力関係と相互チェッ
ク機能を持つことを意図したと考えられる。しかし，どこが監視機関でどこが
決定機関なのか，どこが執行機関なのかが，不明確であり，各大学の自由な裁
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量に任されている。その結果，理事長，理事，学長，評議員の学内組織上にお
ける責任だけでなく，社会的責任が不明確であり，私立大学の経営が破綻する
まで，誰も責任を取らない経営を可能にしている。理事長・学長等の実質的な
選出権を誰が持つかによって相互協力という名の下に相互チェック機能が働か
なくなる危険性が高い。理事や評議員は私立大学によって学外者の方が多かっ
たり，学内者の方が多かったりする。いずれにしても，最も重要なことは，理
事長・学長の選出方法である。大学によっては，理事長・学長が学内構成員の
多数決で選出され，［学内理事会］や［学内評議員会］で実質的な業務が決定
される。このような大学では，実質的には，学内教職員や教員の多数派が法的
には責任を取らないで私立大学の主要な業務や校務を決定する。大学によって
は，理事会によって理事長が選任され，理事長が学長を任命する。理事会が特
定のグループによって構成されるならば，この場合には，実質的には特定のグ
ループによって理事長・学長が選出されることになる。私立学校法は，理事長
や学長の選任方法について学外の意見，公共性や社会的評価を反映するような
仕組みになっていない。私立大学，特に地域に根ざした地方私立大学において
「公共性を高める」ためには，地方公立大学のように，中期目標を設定して理
事長・学長・理事会等の責任を明確にするとともに，理事長や学長の選考に学
外者の意見，すなわち，社会的評価を反映する仕組みを作ることが必要であ
る。この点では，「ガバナンス改革」を整理して述べた「1．3．学長の選考・業
績評価」が参考になる。「ガバナンス改革」では，「学長選考組織が将来の大学
のミッションを見通した上で，ミッションの実現に向けて大学を委ねられる人
材を獲得するため，求めるべき学長像を明確に示し，候補者のビジョンを確認
した上で決定すべきである。」（24頁）
「学長選考組織の構成員には，地域関係者，卒業生，保護者等にも人材を求
め，大学のステークホルダーが幅広く参画するような構成とすることが適当で
ある。なお人選に当たっては，審査の公平性等の観点に十分に配慮することが
必要であろう。」（24頁）と述べている。これは，学内構成員だけで学長が決
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定される学長選考方法とは，対極的な考え方である。
2．2．私立大学における教授会自治の問題点
「ガバナンス改革」で述べられているように，学校教育法第九十三条におい
て，教授会に与えられているのは，「重要事項」についての審議権であり，決
定権ではない。決定権は，学長にある。また，学校教育法に基づいて設けられ
る機関である教授会の審議事項は，当然に，教育研究に関することに限られる
と解される。」（27頁）
しかし，教育・研究の審査能力を持つとみなされている教授会が拒否した教
員の人事を，法的な決定権を持つとはいえ学長や理事会が覆すのは，明確な理
由と意思がない限り，困難である。特に，全ての教授会構成員が理事長・学長
の選出権を持っているような私立大学では，困難である。教授会の意向に従わ
ない理事長・学長は次回の理事長・学長選挙では選出されないから，そのよう
な理事長・学長が仮に存在しても，存続することはできない。その結果，教授
会は教員人事について実質的な「拒否権」を持っている。私立大学の中には，
教員人事のような「重要事項」については，出席者の3分の2以上の賛成を必
要とするという加重条件を付けている大学もある。このような私立大学では，
教授会出席者の3分の1の票を固めれば，教員人事について実質的な「拒否権」
を持つことができる。他方，法的には，教授会はあくまで教員人事のような「重
要事項」について審議権を持つに過ぎないから，その教授会の決定によって損
害を蒙った教員が提訴できるのは理事会や理事長であり，法的・金銭的な責任
が生じるのは教授会や当該学部長ではない。つまり，教授会は，教員人事のよ
うな「重要事項」に実質的な決定権，少なくとも，実質的な「拒否権」を持つ
ことができるが，それによって生じる法的・金銭的な責任は取らない。権限と
責任の不一が生じる場合である。そのような場合には，ガバナンス体制が不明
確になっている。大学のガバナンス改革には，責任を取らないところに権限が
あってはならないシステムにすることが不可欠である。
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学校教育法の「大学には，重要な事項を審議するため，教授会を置かなけれ
ばならない」という規程を「学部教授会が重要事項の実質的な意思決定権を持
つこと」と解して，私立大学の運営が行われた場合にどのような問題点が生じ
るであろうか。
重要事項についての恣意性
学部教授会の決定を判断する学部教授会以外の判断基準が示されない限り，
「重要事項」とは何かという決定や教員の採用・昇進・再雇用等といった教員
人事の決定及び「重要事項」の決定が教授会構成員の多数決で決定されること
になる。その結果，既存の教授会構成員の多数派による実質的な人事権の掌握
や支配という弊害を排除できない。私立大学によっては，教授会の審議事項を
列挙した上で，その他「教授会」が教育・研究上，重要と認めた事項や緊急性
があると認めた事項は，教授会で審議できることになっている。通常，教授会
の審議内容は，外部に漏らしてはならないことになっているから，議事録の内
容も教授会構成員の多数決で決定できる。大学は教育・研究機関であるから，
教員人事だけでなく，学生や教員定員の増減，新学部の設置を決定する実質的
な権限，極端な場合は，理事長や学長の解任の請求も教授会構成員の多数が
「重要事項」と考えれば，「重要事項」として審議できることなる。教授会自治
は，教授会構成員の多数が，利己的に行動せず，高い研究・教育水準を保って
いるならば，国家権力やその時代のイデオロギー，あるいは独裁的な理事長や
理事会に対して「学問の自由」を守る役割を果たすが，そうでないならば，研
究・教育をしないで教授会構成員の多数派工作や多数派による既得権益の拡大
という学内政治に暗躍する自由も与える。全ての私立大学における教授会構成
員の多数が，常に理想に燃えて外部からの動機付けとは関係なく，教育・研究
に打ち込み，他の研究者を正当に評価するという内面的動機と能力を持つと前
提する合理的な根拠はない。
学校教育法第九十三条の「大学には，重要な事項を審議するため，教授会を
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置かねばならない」という規程を盾にとって「教授会自治」を主張する根拠は
ない。
大学ガバナンスの観点から，教授会が教育研究機関として機能するために
は，まず，教授会で審議できる「重要事項」を教育研究に関することに限り，
当該教授会構成員の多数決とは別の方法で事前に明確にしておくことが必要で
ある。また，単に当該教授会構成員の多数決を追認するだけの学部長ではな
く，大学という組織の中の学部長としての責任を明確にしておくことが不可欠
である。そのためには，学部長は，当該教授会構成員の無記名多数決投票で決
めるのではなく，学長のビジョンや大学の経営方針を共有して適切な役割を果
たすことのできる学部長を任命する仕組みを作ることが必要である。
さらに，教授会における審議事項を透明化することは，教授会の構成員や学
部長が責任を持って発言し，意思決定を行うのに役立つ。「ガバナンス改革」は，
「既に一部の大学においては，教授会の議事概要や審議事項等をホームページ
上で公開するなど，教授会の情報公開の動きも出始めており，各大学や学部等
が，積極的に教授会における審議事項の透明化を進めていくことが期待され
る。」（30頁）と述べている。
教員人事についての恣意性
教授会自治の内容を拡大解釈して，教授会が教員人事の実質的な権限を持
ち，教授会構成員の多数決によって教員の採用・昇進・再雇用等といった教員
人事を決定する実質的な権限を教授会が持っていること，と考えた場合，教授
会自治は，理事会・理事長に対してだけでなく，教授会内部の構成員である教
員と教授会外部の教員や教員希望者の人事の実質的な権限を持つことになる。
教授会構成員の多数派は，昇進・再雇用等において，多数決によって教授会構
成員の少数派を排除し，教授会構成員の多数派を維持・拡大することができ
る。教員採用においても教授会構成員の多数決によって科目も決定できるし，
採用も決定できる。教授会構成員の多数派の既得権益を拡大するような科目を
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設定し，学部内の審査委員を決め，多数派の意向に沿って教員を採用できる。
例えば，「教授」の採用は，いわゆる「一本釣り」が多いから，特定の教員に
事前に話をつけた上で，その教員に合わせた科目を設定し，形式的に審査して
採用することができる。他方，昇進・再雇用等においては，事前に話し合いを
し，反対の票を入れることができる。公平に審査する意思を持ち，かつ，公平
に審査する能力を持った教員が当該学部の教授会構成員の多数を占めるなら
ば，公平な審査が行われる。利己的な動機で公平に審査する意思がないか，ま
たは，公平に審査する能力を持たない教員が当該学部の教授会構成員の多数を
占めるならば，公平な審査は行われない。全ての私立大学の全ての学部で常に
公平な審査が行われる保証はない。公平な審査が行われないときには，研究・
教育の意欲のある教員，特に，将来，社会に貢献する研究・教育者となる可能
性のある若い研究者の卵を孵化させないことによって，その人の人生を損なわ
せるだけでなく，人的資源の有効活用を損なう効果が大きい。学部教授会の決
定を判断する学部教授会以外の判断基準が示されない限り，学部教授会の決定
を判断するのは，学部教授会内部の構成員の多数決の判断である。国際キリス
ト教大学の学長を務めた絹川氏も思想的な理由で教授昇格が何年も見送られた
自身の経験を述べ，教員評価システムの透明化を求めている（絹川［2006］165
頁）。教授会自治の問題点は，チェック機能を持たないことである。専門教員
の少ない地方私立大学では，公平に審査する意思を持ったとしても，公平に審
査する能力を持った教員が当該学部の教授会構成員の多数を占めると想定する
根拠はない。
教授会自治の問題点は，法的に責任を取らない教授会が教員人事の実質的権
限を掌握しているというだけではない。教授会自治は，教授会内部の構成員の
多数決の判断であるという以外に，教授会が審議決定した教員人事について誰
がどのような基準で決定したのかということが誰にも分らないようにする仕組
みになっていることである。つまり，人事の決定について何の責任も取らず，
何の代償も支払わない仕組みになっている。そのことによって，教授会内部の
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構成員の多数決の判断を正当化させ，教授会自治という名の下に教授会構成員
多数による教員人事の実質的権限を強固にする内的要因を持っている。
本来，学問研究の自由は，少数者が「自分が正しいと信じる学問の研究を行
う自由」を保障するものである。現在の社会や組織の少数意見が，将来におけ
る社会の進歩や組織の改善をもたらす可能性があるからである。教授会自治
は，時の権力からの介入を廃し，社会の進歩のために学問研究の自由を求める
大学教員にとって望ましい組織である。しかし，社会的常識をわきまえず，学
問研究や教育研究をしない大学教員にとっても教授会自治は，望ましい組織で
ある。社会的規範や慣行を無視し，奸計，欺瞞などを用いても，その代償（費
用）を支払わないシステムとなっているからである。したがって，社会の進歩
のための「学問の自由」から教授会自治を正当化することはできない。制度は，
可能な限り，予測できる社会的コストを最小にするように設計されることが望
ましい。社会の進歩のための「学問の自由」を求める人々にとって有益であり，
かつ，「狭い利己的な関心によって動機づけられ，個人的な利益や仲間の利益
を増やすにつながると考えれば規則や慣行を無視し，奸計，欺瞞などを用いる
こともやぶさかでない」人々が教員人事の実質的権限を掌握する弊害を回避で
きるシステムや基準が存在するならば，教授会自治は，そのようなシステムや
基準に取って代わられるべきである。
教授会が機能するためには，まず，採用・昇進・再雇用等といった教員人事
を審議する教授会構成員に教員人事を審議する専門的能力があるかどうかを判
断する学部教授会以外の資格判断基準が存在しなければならない。「ガバナン
ス改革」が提案しているように，教授会とは別に，学長の下に特別の委員会を
設置し，教授会の教員についての教育研究業績の審議内容をチェックするのも
1つの方法である。また，教員審査の基準が明確化され，教授会の審議が不当
であると判断した当人は，審議をした学部教授会以外の判断を求めることので
きる異議申し立て制度が存在しなければならない。さらに，「校務をつかさど
り，所属職員を統督する」立場にある学長は，教員審査の基準と審査の過程を
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知る権利を持たなければならない。学部長は，教員審査の基準と審査の過程を
説明する責任と義務を持たなければならない。教授会自治を盾にとって，学
長・理事長が要請しても，教員についての教育研究業績の審議内容を明かさな
いような学部長は，学部長としては，不適任である。最終的には，人事につい
て法的責任と権限を持つ理事長・理事会がその責任を果たさなければならな
い。理事長・理事会は，人気投票や当て職ではなく，その責任を果たすことの
できる人物が理事長に選出され，理事会のメンバーになる仕組みが構築されね
ばならない。これらは，「学問の自由」を求める人々にとっては，「学問の自由」
を守るものであり，有益である。
2．3．私立大学の理事長・学長の選任と解任における問題点－私立学校法と地
方独立行政法人の比較を通じて
私立大学において，理事長・学長を選任・解任できる権限を誰が持っている
かということは，当該私立大学のガバナンス改革にとって最も重要なことであ
る。以下では，地方独立行政法人である地方公立大学との比較において，私立
大学の理事長・学長の選任と解任における問題点を考察しよう。
私立学校法は，理事長や理事の選任・解任の方法を定めておらず，各私立大
学の寄附行為によって定めることとしている。また，学長の選考方法を定めて
いない。これに対して地方独立行政法人は，定款によって理事長が学長になる
こともできるし，理事長とは別に学長を任命することもできるが，各地方公立
大学の定款ではなく，法によって，理事長・学長の任命の方法を定め，理事
長・学長の解任の方法と理由を定めている。すなわち，「学長となる理事長」
（学長を兼ねる場合の理事長）の任命は，当該公立大学法人の「選考機関」の
選考に基づいて，設立団体の長（知事や市長）が行い，「学長を別に任命する
大学」（理事長が学長を兼ねない大学）における学長の任命は，「選考機関」の
選考に基づき，理事長が行う。学長選考機関の委員は，「経営審議機関」の委
員と「教育研究審議機関」の委員から選出されるから，学外の委員の意見が学
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長の選考に反映される。当該地方公立大学の教職員の多数決で選出されること
はない。他方，松山大学のような私立大学は，松山大学の教職員だけの多数決
で理事長・学長を選出できる。
地方独立行政法人である地方公立大学では，理事長や学長の解任は，「選考
機関」の「申出」が必要条件であるが，心身の故障，職務上の義務違反がなく
とも，当該公立大学の業務の実績を悪化させたという客観的な事実があれば，
解任できる。私立大学において，寄附行為の定めにより，理事会が理事長・学
長を解任できる理由として，当該私立大学構成員の多数決によることを定めて
いる大学は存在しないが，当該私立大学の業務の実績を悪化させたかどうかを
定めている私立大学も，筆者の知る限り，存在しない。私立大学には，地方公
立大学のように一定期間（6年間）の中期目標と中期計画を策定し，その実績
を評価するようなシステムが存在しない。
大学の理事長・学長の業務・校務が適切であるか否かは，「選考機関」の「申
出」も含めて，基本的には，公立・私立を問わず，当該大学の業務の実績を悪
化させたかどうかという客観的な事実で判断されねばならない。「選考機関」の
構成員は，客観的に当該大学の業務の実績を評価できる人が事前に選ばれねば
ならない。そのためには，一定期間の中期目標と中期計画を設定し，その実績
を評価するようなシステムが存在しなければならない。そして，その実績に
よって，理事長・学長の責任が問われなけばならない。理事長・学長の責任と
理事長を選任する理事会の責任が明確化されていないところに現在の私立大学
の大きな問題点がある。（本章の記述については，青野［2012］第1章及び第
2章，53頁～75頁参照。）
第3章 松山大学における理事長・学長の実質的な選出権
－学校の自主経営・自治経営は松山高商創立以来の伝統か－
中央教育審議会の「大学のガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）
は，「本来，学長選考組織は，学長に求められる職務や資質・能力についての
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考え方を明示した上で，学長選考を行うべきである。しかしながら，学長選考
に際して，こうした情報が，事前に十分明示されなかったり，事実上，教職員
による投票の結果を追認することになっていたりするような例などもあり，一
部には，学長選考組織が，主体的に選考を行っているとは言い難い状況も見ら
れる。」（22頁）ここで，「学長選考組織」とは，「国立大学法人の学長選考会
議，公立大学法人の学長選考機関，私立大学の理事会や学長選考委員会などの
学長を選考する組織」をいう。「学長選考組織が将来の大学のミッションを見
通した上で，ミッションの実現に向けて大学を委ねられる人材を獲得するた
め，求めるべき学長像を明確に示し，候補者のビジョンを確認した上で決定す
べきである。そのため，現在の学長選考方法が，そうした学長を選考するため
に適した方法なのか，再点検し，見直していくことが必要である。」（23頁）と
述べている。
また，「学長選考組織の構成員には，地域関係者，卒業生，保護者等にも人
材を求め，大学のステークホルダーが幅広く参画するような構成とすることが
適当である。なお人選に当たっては，審査の公平性等の観点に十分に配慮する
ことが必要であろう。」（24頁）と述べている。しかし，「教授会自治」の名の
下に，既存の教授会の多数派が，教員の採用・昇進・再雇用といった教員人事
の実質的権限を掌握している場合には，学長がリーダーシップを発揮し，既存
の教職員の利益最大化ではなく，将来の大学の教育，研究及び社会貢献の機能
を最大化するように行動することは，ほとんど不可能に近い。「大学のガバナ
ンス改革の推進」には，誰が，どのような方法で学長を選出するかという学長
選考方法の改善が決定的に重要である。
以下では，「大学のガバナンス改革の推進」という観点と私学の伝統という
観点から松山大学の理事長・学長の選考について考察しよう。
現在，松山大学では，「学校のことは学校の方々に任す」あるいは「学校の
ことは学校の教職員に任す」，さらには「松山大学は教職員が経営する大学で
ある」という学校の自主経営・自治経営は松山高等商業学校創立以来の伝統で
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あり，この点で松山大学は全国で例のない大学であるといったことが，あたか
も疑う余地のない事実であるかのように，現在多くの教職員によって語られ，
それらの教職員が，現在の松山大学の学長選挙規程の制定や松山大学の経営に
大きな影響を与えている。このような主張は，松山大学の改革・発展の大きな
障害になっていると思われるので，以下，このような主張は全く誤っており，
何の根拠もないことを示しておこう。
3．1．松山高等商業学校における専務理事（現在の理事長に相当）と校長（現
在の学長に相当）の実質的な選出権
まず，松山大学の前身である松山高等商業学校において専務理事（現在の理
事長に相当）と校長（現在の学長に相当）が実質的にどのように選出されてい
たかをみよう。松山高等商業学校創立以来，歴代校長は，加藤彰廉初代校長，
渡部善次郎第二代校長，田中忠夫第三代校長の3人である。
「財団法人松山高等商業学校寄附行為」を見ると，理事及び監事については，
理事5名以内を置き，任期は3年としている（第十条）。理事1名は専務理事
として本法人を代表するとしている（第十一条）。監事については，監事を1
名置くとしている（第十二条）。理事及び監事の推薦については，理事及び監
事は，会員中より合資会社新田帯革製造所代表社員が推薦することになってい
る（第十三条）。第一回理事会における理事の互選で加藤彰廉が専務理事に選
出され，同じく加藤彰廉が校長にも推薦された。『松山商科大学三十年史』は，
「財団は寄附行為第十三条に基づき，大正十三年三月三日，加藤恒忠氏以下5
名の理事を選任して同日第一回理事会を開き，加藤彰廉氏を専務理事兼学校長
に選任した。」（『松山商科大学三十年史』［1953］220頁）と記している。
また，学校長が専務理事になるということは，財団法人松山高等商業学校寄
附行為で成文化されているわけではないが，その後，慣行的に行われるように
なった，と述べている。（『松山商科大学三十年史』［1953］221頁）
新田長次郎が松山高等商業学校設立に，多額の寄附をしたのは「加藤彰廉が
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校長になる」と考えていたからであり，実際的には，加藤彰廉を校長兼専務理
事に迎えることを前提とした人事であったが，寄附行為に則り，加藤彰廉以外
は，学外理事による5人の理事会を開き，加藤彰廉氏を専務理事兼学校長に選
出している。したがって，創立以来，専務理事兼学校長の選出は，制度上も事
実においても学内関係者で行われたという主張は誤りである。次に，教授会と
学校長との関係については，松山高等商業学校の「教授会規則」によると，教
授会は人事についての審議権はなく，校長の諮問機関であった。
第二代渡部善次郎校長は，病身の身であり，渡部氏の病状を考えると，ま
た，学校創立以来の佐伯教授を解雇したことを考えると，果たして第二代校長
にふさわしかったかどうかは別として，渡部善次郎校長も，理事会によって選
任された。
田中忠夫第三代校長の選出については，やや複雑である。昭和7年頃から加
藤校長意中の後任校長候補として，ひそかに交渉されており，加藤校長から
一応内諾を得てあるとも話があった愛媛県出身で東京商科大学（現一橋大学）
教授の山内正瞭氏に井上理事，佐伯教授，田中教授といった方々が校長就任を
懇請した。もし山内正瞭氏が校長就任を承諾すれば，加藤初代校長の遺志に
よって山内正瞭氏が第三代校長に就任していたであろう。しかし，山内正瞭氏
から校長就任を断られ，その経過を新田家にも報告した。その結果として，新
田家からの意見として，山内正瞭氏から校長就任を断られた経過も踏まえて
「次の校長は先生方の推薦に待ちたい」ということになった。いずれにしても，
渡部第二代校長の就任と辞任，さらに，内諾を得てあるとも話があった加藤校
長意中の後任校長候補である山内正瞭氏に校長就任を断られたという異常な事
態の下で，後任校長の就任について，理事者側からの意見として，「次の校長
は先生方の推薦に待ちたい」という意見であった。第三代校長については，学
外の理事者側の意見に従って，教員が推薦したのであって，逆ではないという
ことである。
松山高等商業学校創立以来，歴代校長は，加藤彰廉初代校長，渡部善次郎第
優れた教員の確保・養成と教授会自治 85
二代校長，田中忠夫第三代校長の3人である。3人の校長の評価は別として，
松山高等商業学校の寄附行為に基づき3人共に学外の理事者側の意向によって
校長兼常任理事に選任された。教授会は校長の諮問機関であり，教員の人事権
は，校長が持っていたのである。
田中忠夫第三代校長を編集委員長とする『松山商科大学三十年史』は，新田
家の「学校のことは『先生方に一任したい』」という意味は「学校の経営は，
学校長に一任し，財団の運営は，在松理事，特に専務理事に一任する」という
意味であると述べている。新田家の「学校のことは『先生方に一任したい』」
という意味は，新田家は学校の運営には関与せず，学校の経営は，学校長に一
任し，財団の運営は，在松理事，特に専務理事に一任するという意味であっ
て，学校の自主経営・自治経営に任すという意味ではない。「学校のことは学
校の方々に任す」あるいは「学校のことは学校の教職員に任す」という学校の
自主経営・自治経営は松山高等商業学校創立以来の伝統であり，この点で松山
大学は全国で例のない大学であるといったことが，あたかも疑う余地のない事
実であるかのように，現在多くの教職員によって語られ，それらの教職員が現
在の松山大学の選挙規程の制定や松山大学の経営に大きな影響を与えている
が，このような主張は誤っており，何の根拠もない。（松山高等商業学校の専
務理事・校長の選出過程の詳細については，青野［2014］第8章参照。）
3．2．新制松山商科大学以降の理事長・学長の選出権
⑴ 昭和32年3月27日制定の「松山商科大学学長選考規程」
『松山商科大学五十年史』［1974］は，昭和32年3月27日に「松山商科大学
学長選考規程」が制定され，「学長の選考は，推薦委員会で学長候補者三名以
内が推薦され，これを単記無記名投票によって選挙を行ない，学長候補者選挙
管理委員会が当選者を決定，学校法人松山商科大学が任命した。」（同書290
頁）と述べている。学長の任期は3年で重任は妨げないことになっている（同
書292頁）。
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推薦委員会には，学内教職員だけでなく，温山会員（卒業生の会「温山会」
の会員）が推薦する2名も入っている。筆者の記憶では，推薦委員会のメンバ
ーには，温山会の会長他，温山会員から選ばれた松山大学の理事が入っており，
温山会として，学長候補者を推薦するのに一定の発言権を持っていた。
⑵ 平成5年5月15日改定の「松山大学学長選考規程」
その後，平成5年5月15日に「松山大学学長選考規程」が改定された。〈選
考基準〉として，第三条に「学長候補者は，松山大学の学長および本法人の専
任かつ常勤の教授（再雇用の教育職員および特任の教育職員を除く），または
これと同等以上の経歴を有する学外の学識経験者で，学識にすぐれ，かつ教育
行政に関して識見を有する者でなければならない。」としている。「学長候補者
には，立候補者制と推薦制が採用され，学長候補者を推薦できる権利を持つ者
は，学内の教職員および温山会の理事であり，10名連記で1名の学長候補者
を推薦できるようになった。学長候補者は，教育研究業績・社会活動等の実績
と1，000字程度の所信表明を示す書類，学長候補者を推薦する者の代表は，
1，000字程度の推薦理由書を提出することが必要であった。学長の任期は3年
で1期に限り再選が可能であった。（「松山大学学長選考規程（改訂）」，「松山
大学学長選考規程施行細則」，『温山会報』第36号，44～48頁，平成5年12
月30日参照。）
平成5年に改定された「松山大学学長選考規程」の特徴は，
⑴松山大学の専任かつ常勤の教授・学長であれば，教育研究業績・社会活動
等と1，000字程度の所信表明を示す書類を提出して立候補ができ，大学の改革
について所信を述べることができること。
⑵学内の教職員および温山会の理事であれば，10名連記で1名の学長候補
者を推薦できるようになったことである。これによって，学内の教職員にとっ
ても温山会の会員にとっても推薦できる学長候補者の幅が大きく広がった。ま
た，少数派でも，教育研究業績・社会活動等の実績と1，000字程度の所信表明
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を示す書類を提出し，学長候補者として，所信を述べることができた。平成
13年1月からの学長を選ぶ平成12年の12月の学長選挙では，学内教員の呼
びかけで2人の学長候補者が有権者に対して同じ会場で，同じ条件で所信表明
を行った。
⑶ 平成18年4月28日改定の現行「松山大学学長選考規程」
さらに，平成18年4月28日に「松山大学学長選考規程」が改定され，学
長候補者を推薦できる権利を持つ者は，学内の教職員だけになった。〈学長の
選考〉として，第1条に「独立自尊の精神に則り」「選挙権者」の「自由な意
思に基づいて行われなければならない。」（第1条第2項）としている。また，
学校法人（以下，「本法人」という。）の理事会又は理事若しくは監事は，学長
の選考に対して中立の態度を保持しなければならない。」（第1条第3項）とし
ている。さらに，第1条の第4項から第6項に，選挙権を持つ学内教職員以外
の者が「選挙権者の自由な意思に基づく学長選挙の妨げとなる言動又は妨げ
となる恐れのある言動をしてはならない。」そのような言動をした場合には，
選挙管理委員会が，その言動の内容を公示しなければならない，と規定してい
る。
〈学長の選考基準〉は，第3条において「学長の選考は，人格が高潔で学識
に優れ，かつ，大学における教育研究活動及び学校法人を適切かつ効果的に運
営することのできる能力を有する者のうちから行わなければならない。」とし
ている。
学長の第1回目の投票（第1次投票）は，単記無記名によって行われ，単記
無記名投票の結果，上位3位以内が学長候補者になり，学長候補者になった者
は，経歴，研究業績等と1，000字以内の所信表明を示す書類，その他有権者に
とって有意義と認められる情報，教員又は研究者の場合は研究業績，学会及び
社会における活動を提出し，第2回目（第2次），第3回目（第3次）と単記
無記名投票で1名に絞り込む。学長の任期は，2年であり，再々選まで（6年）
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可能である。（「松山大学学長選考規程」，「松山大学学長選考規程施行細則」，
『学内報』第354号，25～29頁，平成18年6月1日参照。）
平成18年に改定された「松山大学学長選考規程」の特徴は，
⑴卒業生（温山会員）の推薦制度も廃止され，松山高等商業学校創立以来，
初めて，学内教職員だけで実質的に学長・理事長を選ぶようになったこと，ま
た，実質上，有権者である学内教職員以外の者が学長選挙について発言するこ
とを禁じたこと。
⑵学内少数派の者は，学長選挙において教育研究業績等と所信表明をする機
会が無くなり，教育研究業績等と所信表明のないまま，単記無記名投票上位3
位以内が学長候補者となり，その中でのみ，学長・理事長が決められること。
⑶任期が2年と短くなったから，選挙権者である現在の教職員の意向に沿わ
ない政策は困難になったことである。
平成18年4月28日改定の「松山大学学長選考規程」の問題点
1．有権者に学長候補者の情報を与えずに学長候補者の選択を求めるシステ
ムになっていること
教授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握という，いわゆる「教授会
自治」の観点や学内多数派の既得権益の維持・強化という観点から言えば，現
行の「松山大学学長選考規程」が最も都合のよい学長選考規程である。
学外候補者については，事前に学内多数派が，票固めをして学長に選出され
る可能性が高くなければ，学外候補者の内諾を得ることは無理であろう。ま
た，その場合には，「選挙権者」の「自由な意思に基づいて行われなければな
らない。」とする現行の「松山大学学長選考規程」（第1条第2項）に違反する。
中央教育審議会の「大学のガバナンス改革」が求める学長の選考方法という観
点からも松山高等商業学校創立以来の伝統という点からも，現行の「松山大学
学長選考規程」は，大きな問題点を持っている。
従来の「松山商科大学学長選考規程」のように，学長選考組織が複数の学長
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候補者を選んだ場合には，学長に求められる職務や資質・能力についての考え
方を明示した上で，学長選考を行うことが求められ，学長選考組織の責任が問
われる。また，平成5年5月15日制定の「松山大学学長選考規程」のように，
一定数以上（10名）の推薦者が必要な場合は，最初から，学長候補者は，教
育研究業績・社会活動等と1，000字程度の所信表明を示す書類，学長候補者を
推薦する者はその氏名，学長候補者を推薦する者の代表は，1，000字程度の推
薦理由書を提出することが求められる。ところが，現行の「松山大学学長選考
規程」では，研究業績や所信表明なしに，いきなり，単記無記名投票で上位3
位以内が学長候補者になる。筆者は，40年近く松山大学経済学部に所属した
が，研究業績や所信表明なしで経済学部において誰が学長候補者にふさわしい
かは分からない。他学部の教員については，ほとんど分からない。教員経験の
浅い教員は一層分からないであろう。事務職員は職務が違うから，誰が学長候
補者にふさわしいかを決めるのは困難であろう。
現行の「松山大学学長選考規程」の下では，熱心に学内政治活動に力を注ぎ，
学内で多数派を形成した人達が，自分達が学長にしたい教員を一人に絞り，残
りは，明らかにその教員より劣る教員を2位と3位に票を分散して，有力な対
抗馬となりそうな教員を3位以内に入れないことも可能である。現行の「松山
大学学長選考規程」学長の選考は，「独立自尊の精神に則り」「選挙権者」の「自
由な意思に基づいて行われなければならない。」（第1条第2項）としている。
また，第3条において「学長の選考は，人格が高潔で学識に優れ，かつ，大学
における教育研究活動及び学校法人を適切かつ効果的に運営することのできる
能力を有する者のうちから行わなければならない。」としている。
この点について，まず，次の問題点が指摘できる。
⑴自由な意思に基づく正しい選択は，正しい情報が与えられた場合にのみ可
能である。正しい情報がなければ，正しい選択はできない。有権者に学長を選
ばせるのならば，学長にふさわしい人物が学長候補者となり，その中から学長
が選出できるように有権者に対して充分な情報を与えることが不可欠である。
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⑵経済学の研究成果を組織の問題に応用したMilgrom. P. and J. Roberts［1992］
（奥野ほか訳［1997］）は，人間の行動は「狭い利己的な関心によって動機づけ
られており，個人的な利益につながると考えれば規則を無視し，協定を破り，
奸計，不正操作，欺瞞などを用いることもやぶさかでない」（45～46頁参照）
と想定することで多くの制度や事業業務が説明できると主張している。また，
オリバー・E・ウィリアムソン［1997］（中島・谷口・長谷川監訳［2002］第
1章）は，取引費用の経済学の行動仮説として，限定行動性－合理的であろう
と意図するが，限定的にしか合理的でない行動をとることと，機械主義－単な
る利己心の追求を超えて狡猾にその実現を目指すことの2つをあげている。
学長選考において，「教職員はこのように行動することが望ましい」という
ことと「教職員が現実にどのように行動するか」は，全く別のことである。「教
職員が現実にどのように行動するか」についての理解がなければ，例えば，な
ぜ10年近くも学内紀要にさえ論文を書いたことのない教員が学長候補に選ば
れるのかが説明できない。
⑶組織においては，現状の問題点を指摘し，現状の改革を目指そうとする者
は，少数である。しかし，それは将来を洞察した正しい方向であり，将来の大
河となって大学を改革することになるかもしれない。現行の「松山大学学長選
考規程」は，現状の改革を目指す少数派の者が学長候補として意見を表明する
機会を奪うことによって，松山大学の将来の発展を阻害する可能性が高い。
現行の「松山大学学長選考規程」は，以上の点で致命的な欠陥を持っている。
「ガバナンス改革」は，「本来，学長選考組織は，学長に求められる職務や資
質・能力についての考え方を明示した上で，学長選考を行うべきである。しか
しながら，学長選考に際して，こうした情報が，事前に十分明示されなかった
り，事実上，教職員による投票の結果を追認することになっていたりするよう
な例などもあり，一部には，学長選考組織が，主体的に選考を行っているとは
言い難い状況も見られる。」（22頁）ここで，「学長選考組織」とは，「国立大
学法人の学長選考会議，公立大学法人の学長選考機関，私立大学の理事会や学
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長選考委員会などの学長を選考する組織」をいう。
「学長選考組織が将来の大学のミッションを見通した上で，ミッションの実
現に向けて大学を委ねられる人材を獲得するため，求めるべき学長像を明確に
示し，候補者のビジョンを確認した上で決定すべきである。そのため，現在の
学長選考方法が，そうした学長を選考するために適した方法なのか，再点検し，
見直していくことが必要である。」（23頁）と述べている。
現行の「松山大学学長選考規程」は，「ガバナンス改革」の「学長の選考」の
考え方からは，はるかに遠い距離にある。また，組織のコンプライアンスへの
理解を欠いている。
2．有権者が学内教職員に限定されていること
「ガバナンス改革」は，「学長選考組織の構成員には，地域関係者，卒業生，
保護者等にも人材を求め，大学のステークホルダーが幅広く参画するような構
成とすることが適当である。なお人選に当たっては，審査の公平性等の観点に
十分に配慮することが必要であろう。」（24頁）と述べている。松山高等商業
学校創設以来，専務理事（現在の理事長）・校長（現在の学長）は，学外の理
事によって選ばれていた。新制大学になっても昭和32年3月27日制定の「松
山商科大学学長選考規程」，平成5年5月15日制定の「松山大学学長選考規程」
においても役割は異なるが，全卒業生の組織である「温山会」が学長選考に関
わっていた。しかし，平成18年制定の現行「松山大学学長選考規程」は，卒
業生（温山会員）の推薦制度も廃止され，実質上，有権者である学内教職員以
外が，学長候補について話題にすることも「選挙権者の自由な意思に基づく学
長選挙の妨げとなる言動又は妨げとなる恐れのある言動」となり，禁じられて
いる。これを判断するのは，学内教職員だけで構成される選挙管理委員会であ
る。松山高等商業学校創立以来，初めて，学内教職員だけで実質的に学長・理
事長を選ぶようになっている。もし，「学校のことは学校の教職員に任す」，「松
山大学は教職員が経営する大学である」という学校の自主経営・自治経営が松
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山高等商業学校創立以来の伝統であり，この点で松山大学は全国で例のない大
学であるという主張が正しいならば，学内教職員だけで実質的に学長・理事長
を選ぶのも一理はある。しかしこの主張は，全くの誤りであり，何の根拠もな
い。松山大学が地方の大学として存続・発展していくためには，社会の声・大
学のステークホルダーの声を反映する仕組みが求められる。「ガバナンス改革」
で述べられているように，「学長選考組織の構成員には，地域関係者，卒業生，
保護者等にも人材を求め，大学のステークホルダーが幅広く参画するような構
成とすることが適当である。なお人選に当たっては，審査の公平性等の観点に
十分に配慮することが必要であろう。」（24頁）
現行の「松山大学学長選考規程」は，県庁の職員だけで知事を選任したり，
市役所の職員だけで市長を選任しているようなものである。公務員は，県民や
市民の将来便益を最大化するような知事や市長を選ぶべきであり，自分の目先
の利害や将来の出世を考えて知事や市長を選ぶべきではない。しかし，「公務
員がどうあるべきか」ということと，県庁の職員だけで知事を選任したり，市
役所の職員だけで市長を選任した場合に，「公務員がどうのような選挙行動を
とるか」ということは，全く別のことである。この点については，公共経済学
の分野や組織論の分野で，すでに多くの研究業績が積み重ねられている。「松
山大学学長選考規程」は，既存の既得権益を与えらたものとして，その下での
個人・グループの調整を行うのではなく，評価可能な目標と責任を明確にし，
大学経営の採算性を考慮した下で，将来にわたる最適化，質の良い学生を入学
させ，いかにして学生の個性に応じた就職先を確保するか，いかにして優秀な
教職員を確保・養成するか，そのための組織づくりと組織改革のリーダーに誰
がふさわしいかという観点から策定される必要がある。
現行の「松山大学学長選考規程」の下では，「教授会自治」と相俟って，松
山大学教職員多数派の松山大学教職員多数派による松山大学教職員多数派のた
めの学長選挙になる危険性を強く感じざるを得ない。何よりも，松山大学の内
部から，変化する社会のニーズに対応し，あるいは，先取りして，大学を改革・
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発展させる人材が登場する芽を摘み取ってしまう結果となる。私立大学の改革
は，破綻してしまわない限り，学外の人材が行うのは困難である。子供に例え
れば，医師や看護師は，子供の誕生を助け，成長を促進するすることはできる
が，体内に子供が生まれる内的要因がなければ，子供は生まれない。優れた人
材は，どの組織にも存在する。「松山大学学長選考規程」は，将来の優れた人
材にチャンスを与えるものでなければならない。
第4章 私立大学において「優れた教員を確保・養成する」
ための雇用形態と教授会自治
松山大学の前身である松山高等商業学校では，教員の人事権は，専務理事
（現在の理事長）兼校長（現在の学長）にあった。教授会は，校長の諮問機関
であった。優れた教員を確保し，養成できるかどうかは，校長の手腕に依存す
るところが大きかった。
加藤彰廉初代校長は，官立大阪高等商業学校校長を含む長い教員歴，社会的
信用を生かし，優れた教員を確保し，創立時から当時としては珍しい海外留学
制度を実施し，教員の育成に努めた。他方，加藤彰廉は，実質的に3人の教員
を辞任させている。1人は，生徒達からのその教員の能力についての声を聞
き，直接授業を参観して決断したものであり，他の2人は，学校の教育方針と
合わなかったからである。
最近でも，筆者が直接ご本人から聞いた話では，県立高等学校の校長経験者
で私立学校の校長になり，その校長は，県立高等学校の校長時代の経験と人脈
を生かし，実力も経験もあるが，それらが十分に評価されていない優れた教員
を採用し，その私立学校の社会的評価を大きく引き上げた。その校長は，教員
の採用には責任を持ち，全ての授業を自分の目で確かめているということで
あった。（松山高等商業学校の点については，青野［2014］第8章参照。）
戦後，日本の多くの私立大学は，後述するような大学教員不足もあって，教
職員に対して，終身雇用制を採用してきた。しかし，90年代に入って大学教
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員不足が解消するとともに，終身雇用制の弊害も指摘され，90年代以降に設
立され，既得権益の存在しない地方公立大学では，教員の業績評価システムの
導入と並行して任期制雇用形態が採用されている。以下では，地方私立大学に
おいて優れた教員を採用し，養成するための将来の雇用形態の在り方を検討す
るために，終身雇用制と任期制の長所と短所及び望ましい雇用形態について述
べ，近年，大学教員の需給関係の変化によって，地方私立大学において終身雇
用制雇用形態と年功序列制賃金体系が機能する前提が崩れつつあることの意味
について考察する。さらに，教授会自治と教員の終身雇用制・年功序列制との
関連とその問題点について述べる。
本章の議論より，一部の教員への任期制雇用体系の導入は，それが既存の教
授会構成員の終身雇用制の雇用体系と競合しない限り，教授会構成員の多数に
よる実質的な人事権の掌握を弱体化させないが，全ての若手への任期制の雇用
体系とすべての教員への業績評価による賃金体系がセットで導入され，新たに
雇用された教員が教授会構成員に加わるならば，教授会構成員の多数による実
質的な人事権の掌握を弱体化させると言える。
4．1．3つの雇用形態
私立大学における教員の雇用形態として，3つの雇用形態が考えられる。第
一は，すべての教員を任期制で雇用する形態であり，第二は，最初からすべて
の教員を終身雇用制で雇用する形態であり，第三は，任期制と終身雇用制を併
用する雇用形態である。大まかに言って，第一は，イギリス，第二は，日本，
第三は，アメリカである。最近，日本でも，第三の形態が増えてきている。大
竹［2003］，猪木［2009］でも述べられているように，アメリカでは，特定の
教員に終身在職権を与えるケースでも，まず，若手研究者を任期付で採用し，
3年から5年の任期が切れると，準教授か教授に昇進するか，去るかを審査さ
れる。任期制のあるポストから任期制のない教授ポストへ昇進させるか否かの
審査においては，アメリカでは内部の教授のみならず，外部におけるその分野
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の複数の評価者（アメリカの大学の例では，12人）に評価を依頼して，その
意見を取り入れることが必要である。また，任期制のない教授ポストへ昇進し
たからといって自動的に給与が上昇していくことはない。給与は，業績に依存
して決まる（大竹［2003］2頁参照）。大学院を修了して博士号（PHD）を取
得し，研究者として第一歩を踏み出したときに終身在職権が与えられるという
従来の日本型のようなケースはほとんど存在しない。松野［2010］でも述べら
れているように，そもそも博士号（PHD）を取得していなければ欧米の大学で
は，原則として専任の教員に採用されることはない。
4．2．私立大学における終身雇用制の長所と短所
私立大学の終身雇用制と任期制を比較すると，それぞれ長所と短所がある。
大学経営側（雇用者）からと大学教員（被雇用者）から終身雇用制についてみ
ると，
大学経営側（雇用者）から見た長所
・任期制の下では，将来の安定的な雇用へのリスクがあるから，同じ給与なら
ば，教員，特に若手の教員は，リスクの少ない終身雇用制を選ぶ。したがっ
て，若年の教員を安く雇用できる。
・教育・研究機関として，安定的な教員確保ができ，継続的な教育・研究がで
きる。
・当該教員の属する学部・学科に帰属意識を持たせることができる。
大学経営側（雇用者）から見た短所
・教育・研究をする自由とともに，しない自由も与えるから，教育・研究より
も，学内政治に暗躍する教員に活躍の場を与える。したがって，教育・研究
の質が低下する可能性がある。
・学外の教育・研究に優れた教員を雇用する機会が減少し，国内で終身雇用制
の大学が多く，また，任期制の大学でも，研究条件や給与条件が良ければ，
終身雇用制は，学内の教育・研究に優れた教員の学外流失を阻止できない。
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他方，教育・研究よりも，学内政治に暗躍する教員は，他大学へ移ることが
できないから，学内に留まる。研究・教育の停滞した大学には，学外の教育・
研究に優れた教員が応募し，採用される可能性が少ない。かくて，「悪貨が
良貨を駆逐する」状況が生じる。
大学教員（被雇用者）から見た長所
・現在のように，供給過剰な大学教員市場の下では，若手教員は，まず，安定
的な雇用の下で教育・研究ができる終身雇用を選択できる。
大学教員（被雇用者）から見た短所
・教員需要は，たまたま退職や他大学へ移籍した教員のためにポストに空きが
できた場合に限られるから，大学教員の労働市場が狭くなり，現在のように，
供給過剰な大学教員市場の下では，ポストを得ることが困難になり，いわゆ
る「オーバードクター」問題が深刻化する。「オーバードクター」の期間が
長ければ，長いほど大学で職を得ることが困難になる。
以上は，大学経営側が雇用者，大学教員が被雇用者と明確に区別される場合
の終身雇用制と任期制の長所と短所である。しかし，例えば，松山大学のよう
に，「学部教授会自治」と既存の教職員だけが学長・理事長の選挙権を持つ私
立大学では，既存の教員が不利と考えるような雇用形態が採用されることはな
いであろう。
4．3．望ましい教員の雇用形態
以下では，「学部教授会自治」や誰が実質的な学長・理事長の選出権を持っ
ているかという問題からはなれて，大竹［2003］を参考にして，どのような雇
用形態が，⑴質の高い大学教員を採用でき，定着させることができるか，⑵優
れた教員を育成・養成できるか，⑶大学教員の研究意欲を高めることができる
かという観点から，望ましい雇用形態を考えよう。
若手教員について言えば，若手教員に求められるのは，現在の研究・教育業
績よりも将来の研究・教育業績である。しかし，採用した若手教員が将来どの
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ような研究・教育業績をあげるかを判断することには，情報が不足しており，
不確実性がある。かっては，日本では，博士号は一つのゴールであり，ステイ
タスであったが，最近の大学教員市場は，供給過剰な傾向にあるから，指導教
授は，博士号を取得させて，指導生を大学教員市場に送る傾向がある。した
がって，博士号の取得は，指導教授の直接的指導の成果によるところが大き
く，本人に将来の研究・教育能力があるか否かは，博士号だけでは不確実であ
る。
以上を考慮すると，若手教員については，5年程度の任期制採用にする方が
望ましい。経験的に5年程度あれば，将来の研究・教育能力を判断できると言
われている。実際，任期制を採用している大学は，5年程度が多い。誤って，
質の悪い教員を採用した時の大学に与えるマイナスの効果は，極めて大きい。
研究だけでなく，学生への教育，指導の面で，マイナスの効果は，30年以上
続く。採用する側は，任期制にすることによって，積極的に質の良い教員を採
用することができる。もちろん，5年程度で任期を更新されなかった教員に
とっては，他の大学か，他の職種を探さなければならないというコストが生じ
る。しかし，そのコストは，質の悪い教員が長年居座り続ける社会的コストに
比べると小さい。現実には，一定以上の研究・教育実績を挙げているのに，任
期を更新しない大学には，若手教員はそれを上回る魅力がない限り，その大学
には，応募しないであろう。若手教員を任期制にするメリットは，研究・教育
意欲を高める効果を持つことである。
一定以上の研究・教育業績を挙げている教授には，終身雇用が望ましいであ
ろう。彼らは，安心して若手教員を指導できるし，大学の業務もこなすことが
できるであろう。ただし，研究・教育へのインセンティブを与えるためには，
終身雇用の教員に対しても成果連動型の給与体系にすることが，望ましいであ
ろう。
98 松山大学論集 第26巻 第1号
4．4．近年における教員の需給関係の変化と終身雇用制・年功序列制が機能す
る前提の変化
近年，18歳人口の減少傾向とともに大学進学率の上昇も頭打ちになり，長
期的には，私立大学への進学者数が減少することが予想されるようになった。
場合によっては，劇的に減少することも予想される。
すでに地方の私立大学では定員割れの大学も多い。他方，大学教員の供給に
ついては，松野［2010］でも述べられているように，1985年の「大学設置基
準の改正」で大学教授の資格要件に「専攻分野について，特に優れた知識及び
経験を有すると認められるもの」（第十四条 六）という一文が追加され，1991
年の「大学設置基準の大綱化」によってカリキュラムや大学組織などの細部に
わたる規制が撤廃され，大学の自主性に委ねるという方向性が打ち出された。
これによって大学の教員としての経歴のない社会人でも教授の資格要件を充た
すようになった。また，大学教員の供給源であった大学院についても，西山
［2008］や天野［2004］が指摘するように，1991年に文部省（現文部科学省）
が大学院重点化政策を打ち出し，大学院生を倍増させる必要があるとして拡大
路線をとった。国立大学・私立大学を問わず，「大学教員として適性があるか，
どうかを判断することなく」大学院の入学定員を増加させたり，大学院を新設
して大学院生を大幅に増加させた。
大学教員の供給は大幅に増加したが，大学教員の需要は減少している。若手
の研究者を公募すると，30人を超える応募者があることも珍しくない。博士
号は取得したが，就職先がない，いわゆる「オーバードクター」問題が深刻化
している。これは，個人の問題だけでなく，社会にとって大きな人的資源の浪
費である。終身雇用制・年功序列制は，主として大企業において，ホワイトカ
ラーの男子労働者を確保し，社内での教育・訓練を通じて社内に熟練労働者を
蓄積しようとする要請から定着していった制度である。大学で終身雇用制・年
功序列制が機能する前提は，大学進学希望者が増えることと教員の供給が限定
されていることである。しかし，今後の長期的な少子高齢化の下での人口減少
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社会を考えれば，私学経営において終身雇用制の雇用体系と年功序列制の給与
体系が合理性を持って機能するための前提条件が崩れるであろう。組織とし
て，「教授会自治」や理事長・学長の選出に影響力を持つ制度を持つ既存の教
員は，安定的な雇用の下で教育・研究ができ，教育・研究をする自由と，教
育・研究をしない自由のある終身雇用制の雇用体系と年功序列制の給与体系を
維持しようとするであろう。「教授会自治」にも理事長・学長の選出にも参加
できない若手の研究者は，任期制教員と非常勤講師の道を選択せざるを得な
い。多くの私立大学は，既存の教員には，終身雇用制と年功序列制を維持する
一方で，新規教員の一定数に対してのみ任期制という雇用形態をとっている。
今後，私立大学が終身雇用制・年功序列制を採用するか任期制を採用するかの
選択において，公正な業績審査もなく，既得権益のみを擁護するような制度
は，社会にとって大きな人的資源の浪費であるだけでなく，前途有望で優れた
教育・研究者を排除することによって，大学で教育を受ける学生にとっても弊
害を持つ。長期的には，そのような私立大学は，淘汰されるであろう。雇用形
態として，終身雇用制であれ，任期制であれ，客観的教員評価システムが不可
欠である。
4．5．教授会自治と教員の終身雇用制・年功序列制との関連
終身雇用制の雇用体系と対立するのは任期制の雇用体系であり，年功序列制
の賃金体系と対立するのは業績評価による賃金体系である。以下では，新規に
雇用する若手教員には，任期制を採用し，一定期間以上勤務し，研究・教育業
績を挙げた教員に対しては，外部専門家を含む専門家の審査の上，終身雇用制
を採用するような雇用体系を考えよう。ただし，終身雇用の教員に対しても，
研究・教育のインセンティブを与えるように，年功序列制の賃金体系ではな
く，業績評価による賃金体系を採用するものとする。この仮定は，単純化のた
めであって，必要なことは，終身雇用の教員に対しても，研究・教育のインセ
ンティブを与えるような業績評価が必要であるということである。アメリカで
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は，このような雇用・賃金体系が一般的であり，日本でも1990年以降に新設
された公立大学では，このような雇用・賃金体系が増えてきている。
「教授会自治」という名の下での，教授会構成員の多数による実質的な人事
権の掌握は，教職員の終身雇用制の雇用体系・年功序列制の賃金体系の下で存
続してきたが，教授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握と教職員の終
身雇用制の雇用体系との間に直接的な関連はない。場合によっては，任期制の
雇用体系を導入しても，教授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握を強
固なものにすることもできる。理事会が任期制の雇用体系を導入しても，教授
会構成員の多数が実質的な人事権を掌握していれば，既存の教授会構成員の雇
用契約を更新する実質的権限を持つことができるし，新規の教員採用について
も実質的権限を持つことができる。場合によっては，既存の教授会構成員の多
数にとって好ましくない教員の任期契約を更新しないという「みせしめ」の例
を作ることによって，教授会構成員の多数派に逆らえばどうなるかを示し，教
授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握をより強固なものにすることが
できる。独裁的組織や国家がよく用いる手段である。
したがって，任期制で若手教員を採用する場合も，任期制教員から終身制教
員にする場合も，事前に審査の客観的基準を明示することが不可欠である。特
に，終身制の教員にするか否かの判断には，内部教員だけでなく，外部の専門
家を入れて審査の公平性・客観性を保つことが不可欠である（アメリカでは，
12名程度の審査員で構成される）。以下では，事前に審査の客観的基準を明示
し，外部の専門家を入れて審査の公平性・客観性を保つことを前提に，若手教
員の採用に任期制が導入されたとしよう。若手教員への任期制の導入は，若手
教員の教育・研究へのインセンティブを向上させる。終身雇用の教員に対して
も，年功序列制の賃金体系ではなく，業績評価による賃金体系が採用されてい
るから，終身雇用の教員に対しても，研究・教育のインセンティブを与える。
以上の結果，新制度の下では，外部の専門家を入れての公平性・客観性を
持った審査の結果，終身制の教員になった教員は，一定水準以上の業績を挙げ
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た教員のみになる。他方，従来からの終身雇用制の教員にも業績評価がなされ
るから，研究・教育業績の低い教員は，高い教員に比べて給与や研究費が低く
なる。また，新たに審査を経て終身教員になった教員と従来からの旧制度の下
で終身教員であった教員との研究・教育業績の評価が明らかになる。新制度の
下では，従来，教授会自治の下に，教員の採用，昇任，再雇用等の実質的な人
事権を掌握している教授会構成員の多数は，数年に一回，自分たちも含めて教
員に対して，雇用契約の更新の可否，年俸査定に直結する教育・研究業績の評
価をしなければならない。数年に一回，教育・研究業績を評価する側が，評価
される側にもなる。これは，教育・研究業績の評価を明確化・透明化させる役
割を果たし，教授会自治を弱体化させる。5年以上，学内紀要にも論文を書か
ない教授や准教授が私立大学の重要な地位につき，教育・研究についての発言
力を保てるのも教授会自治（教授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握）
の下に終身雇用制の雇用体系と年功序列制の賃金体系が存在しているからであ
る。逆に，教授会自治は，終身雇用制の雇用体系と年功序列制の賃金体系が存
在している下で，終身雇用制の雇用体系と年功序列制の賃金体系を強固なもの
にする役割を果たす。実質的な教員人事権を掌握している教授会構成員の多数
は，その権限を弱体化させる任期制の雇用体系と業績評価による賃金体系に反
対し，終身雇用制の雇用体系と年功序列制の賃金体系を存続させようとする強
いインセンティブを持つ。
ここで重要なことは，新制度を採用する場合には，全ての若手教員には任期
制を導入し，全ての既存の教員に教育・研究業績の評価を行うことである。す
でに多くの私立大学で定年後教員の再雇用，特任教員等といった形で部分的な
任期制雇用体系を導入したり，一部の若手教員に対してのみ任期制を採用して
いるが，これらの任期制雇用体系が既存の教授会構成員の終身雇用制の雇用体
系と競合しない限り，教授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握が弱体
化することはない。業績評価による賃金体系の導入も，それが既存の教授会構
成員の新たな業績評価を伴わない限り，実質的には機能しなくなり，教授会構
102 松山大学論集 第26巻 第1号
成員の多数による実質的な人事権の掌握が弱体化することはない。
任期制の雇用体系と業績評価による賃金体系が同時に導入され，新たに雇用
された教員が教授会構成員に加わるならば，任期制の雇用体系が既存の教授会
構成員に適用されなくても教授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握を
弱体化させるであろう。なぜならば，任期制の雇用体系と業績評価による賃金
体系がセットで導入されるならば，業績評価の結果は年俸だけでなく，任期制
の下では，雇用契約の更新にも影響を与えるからである。既存の教授会構成員
の多数によって実質的な人事権が掌握されている下での業績評価によって任期
契約を更新されなかったり，年俸を引き下げられた教員は，教授会構成員の多
数による業績評価の結果が不当なものと考えれば，法的に人事権を持つ理事長
や理事会に異議を申し立てるであろう。場合によっては，法的手段に訴えるで
あろう。任期制の雇用体系と業績評価による賃金体系の下での教員個人への業
績評価は，理事会・理事長と教授会との学内関係であった教授会の「重要な事
項」の審議権の内容という問題を理事会・理事長と教員個人，当該私立大学と
その私立大学への社会の評価という学外関係の問題に拡大するであろう。これ
は，教員個人への業績評価を事前的に評価可能で，より客観的な業績評価にす
ることを促進する効果を持つ。事前的に評価可能で，客観的な業績評価は，教
授会構成員の多数による実質的な人事権の掌握を弱体化させるであろう。少な
くとも，教授会自治を盾にとって，学長の命に対して，業績審査の内容を明ら
かにしないような学部や学部長は過去の遺物となるであろう。
以上より，一部の教員への任期制雇用体系の導入は，それが既存の教授会構
成員の終身雇用制の雇用体系と競合しない限り，教授会構成員の多数による実
質的な人事権の掌握を弱体化させないが，全ての若手への任期制の雇用体系と
すべての教員への業績評価による賃金体系がセットで導入され，新たに雇用さ
れた教員が教授会構成員に加わるならば，教授会構成員の多数による実質的な
人事権の掌握を弱体化させると言える。しかし，教授会構成員の多数が，学
長・理事長，理事の実質的な選出権を持っている限り，自ら進んで自分たちの
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保持している実質的な人事権の掌握を弱体化させるような任期制の雇用体系と
業績評価による賃金体系をセットで導入することはないであろう。（私立大学
における教授会自治，理事長・学長の選出権及び終身雇用制・年功序列制との
関連については，青野［2012］第3章，81～86頁参照。）
「ガバナンス改革」でも述べられているように，大学のガバナンス改革を推
進するためには，学長・理事長の選考方法と学長・理事長の責任と権限，学部
長の責任と権限，教授会の役割が明確化・透明化されなければならない。とり
わけ，リーダーシップを取るべき学長・理事長の選考方法が最も重要である。
第5章 「学部教授会自治」と教育・研究の審査能力
5．1．学部教授会構成員は教育・研究審査能力を持つか
すでに述べたように，学部教授会構成員の多数決で教員の採用，昇任，再雇
用等の実質的な人事権を持つという「学部教授会自治」は，「重要事項につい
ての恣意性」や「教員人事についての恣意性」という点で大きな弊害を持つ。
学部教授会構成員が教員人事についてその資格審査権を持っていることの合
理性を主張できる唯一の理由は，学部教授会が教育・研究者の専門集団とし
て，学部内の教員の教育・研究能力を審査するのに最も優れた専門家から構成
されているという前提である。この前提が充たされないならば，弊害の多い
「学部教授会自治」の慣行は，他の制度に変更されるべきである。後述するよ
うに，この前提が充たされているとは言えない。また，学部教授会は，審査権
を持つだけで，決定権を持つわけではないから，この前提が充たされており，
審査が正当に行われていることを決定権を持つ学長に示せるように，審査内容
を明示しなければならない。
私立大学，特に，地方の私立大学は，小規模・中規模の大学が多く，そのよ
うな大学では，学部においても専門の教員が少なく，他の専門分野での教員の
研究・教育の評価は困難である。例えば，経済学部についていえば，経済学の
専門教員でも理論，政策，歴史，思想史，外国経済事情などの分野にそれぞれ
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少数の教員が存在し，それに語学，体育等の共通教育担当の教員で学部教授会
が構成される。理論や政策の分野でも数学的なモデル分析をするもの，制度的
な分析をするもの，歴史的な分析をするものは全く異なっており，同じ経済学
の専門でも，他の専門分野の教員の研究・教育業績の評価は困難である。この
点は，永谷「2003」及び猪木「2009」で述べられている日本の大学院における
指導体制にも関連があると考えられる。北米の大学院では，入学後の最初の2
年間は「無所属」で，全員一律に基礎科目群を学び，この基礎科目群で経済学
を広くサーベイした後，その中の数科目についてあらためて学力試験を受けて
合格すれば，いろいろな科目が与えてくれた広い選択肢の中から自分の関心に
沿った研究テーマを見つけ，指導教授（複数の場合も多い）を選ぶという仕組
みになっている。これに対して日本の大学院では，応募の段階で，希望する指
導教員を願書に記入させるのが通例となっている（猪木「2009」80頁）。指導
教員の決まっている大学院生は，入学後から指導教員の指導の下で研究テーマ
を見つけ，修士論文や博士論文を書くことが多い。その結果，「教師が自分の
価値観を押し付ける」（永谷「2003」179頁）かどうかは別としても，イデオ
ロギーも含めて指導教授の影響を受けやすい。また，後述するように，日本の
一部の大学では，世界的標準とされる経済学とは，全く異なる経済学が必修科
目として教えられ，イデオロギーも含めて同じ学部でも議論する共通の土俵が
ない。
終身雇用制の下では，研究業績を挙げようが挙げまいが専門教員の資格には
問題ない。最近，多くの大学で課程博士や論文博士の資格を与えることが多く
なったが，博士号の基準が不明確で，大学・学部によっては，大学の紀要にさ
え，一度も掲載されたことのないような論文でも，博士論文として博士号を授
与している。同じ専門分野であるからといって既存学部の教員が研究業績の審
査能力があるかどうかは分らないのが実情である。
筆者自身，経済学関係の教育・研究に従事してきたつもりであるが，経済史
や外国経済事情，マルクス経済学の教育・研究業績はよく分らない。近代経済
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学関係の教育・研究業績も部分的に分る業績もあるが，分らない業績も多い。
外国語教員の教育・研究業績はほとんど分らない。つまり，同一学部に所属し
ていても他の学部教授会構成員の教育・研究業績について公正な審査能力があ
るとは言えない。逆に，経済史や外国語関係の教員が他の専門分野の教員の教
育・研究業績について公正な審査能力があるとは言えない。
筆者が39年間務めていた松山大学経済学部を退職するにあたって，『松山大
学論集』第21巻第5号（2010年3月）に慣例として，「青野 勝廣教授記念
号」を出していただいた。筆者が特にお願いしたわけではないが，記念号には，
経済学部の代表として，経済学部長が「献辞」を書いてくれるのが慣例らしい。
「献辞」において，当該学部長は，次のように述べられている。「筆者は，青野
教授の方法論や問題関心を異にするので，その研究内容についてコメントでき
ないが，研究業績一覧によりつつ，青野教授の研究領域等について紹介した
い。」（経済学部長の「献辞」の内容ともう一人「献辞」を書いていただいた経
営学部教授の「献辞」の内容を読み比べると興味深い。）当該学部長は，方法
論や問題関心を異にするので，筆者の研究内容についてコメントできないだけ
でなく，教育内容，社会活動，学内活動についても，一切触れていない。コメ
ントできないのか，コメントする価値がないと考えたのかは，当該学部長ご本
人にしか分からない。「献辞」を書いていただいた当時の経済学部長は，財政
学が専門であると理解している。筆者の学位論文は『土地の経済分析』であり，
その後，業績というほどの業績はないが，不動産税制等の経済分析もしてきた
つもりである。松山大学経済学部では，最も専門領域が近いと思っていた当時
の経済学部長が「方法論や問題関心を異にするので，その研究内容についてコ
メントできない」と言われるのであるから，他の経済学部の構成員の方は，「そ
の研究内容についてコメントできない」であろう。少なくとも，当時の経済学
部長は，筆者の研究業績について判断する資格はない。にもかかわらず，学部
教授会構成員という資格だけで，既存の学部教授会構成員が，個々の教員の採
用，昇任，再雇用等の人事について賛否を決めるのである。
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中・小規模の地方私立大学の文系学部教授会構成員の専門分野は異なること
が多く，若い教員から年配の教員まで年齢も異なり，教育・研究業績も異なる。
既存の学部教授会構成員が，教員の採用，昇任，再雇用等の人事についてその
資格を公正に審査する意思があったとしても，公正に審査する能力があるとは
言えない。以上より，学部教授会が教員の資格審査権を持つことの合理性を主
張できる唯一の理由である「学部教授会が教育・研究者の専門集団として，教
員の教育・研究能力を審査するのに最も優れた専門家から構成されているとい
う前提」が充たされているとは言えない。
私立大学の教員人事には，教員経験のない新規の若手教員の人事，教員経験
のある教員の「教授」や「特任教授」の採用，准教授や教授への昇任人事，定
年教員の再雇用や再々雇用等の人事がある。「学部教授会自治」の下では，必
要な科目，若手教員を募集するか，教授を募集するかも含めて学部教授会で実
質的に決定され，学部教授会で審査委員会を構成する審査委員が決定され，学
部構成員の無記名投票で決定される。私立大学によっては，定年教員の再雇用
や再々雇用は，審査委員会も構成されず，学部構成員の無記名投票で決定され
る。10年間ほとんど論文と言える論文を書かない教員が再雇用され，一定の
業績をあげていると考えられる教員が再雇用されなかったりすることもあり得
る。同じ大学でも学部によって，多くの教員が再々雇用されたり，ほとんどの
教員が再々雇用されなかったりする。審査の基準は，事後的に学部教授会の構
成員の一定数が○をつけたか，×をつけたかだけである。
既存の学部教授会構成員が，教員の採用，昇任，再雇用等の人事についてそ
の資格を公正に審査する能力があるとは言えないし，公正に審査する意思があ
るとも言えない。学部教授会自治の大きな問題点は，既存の学部教授会構成員
が，自己の行動に責任を取らず，代償も支払う必要がないと考えて行動した場
合に生じる弊害を助長することである。
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5．2．教員の資格審査は誰が行うべきか
「ガバナンス改革」は，大学のガバナンスの目的を達成するために，人事に
ついての学長がリーダーシップを持つことの重要性を強調し，「学長は，高い
専門性を有する教員組織の審査を経て選考された候補者の採用に際して，大学
の方針に合致しているかとの観点のほか，自らも大学における学問の多様性や
個別性を推進する観点から，教授会での教員業績審査に際しての利害関係者の
関与の有無や，教育研究業績が十分であることを確認しているか，といった選
考の手続きや，判断の適正の確保に努めるべきであり，適正でない場合には，
教授会に審査を差し戻すことがあってよい。また，教授会から複数の採用候補
者の推薦を受けて，その中から採用することや「選考」についての適正を担保
するために，例えば，学長の下に特別の委員会を設置することなども考えられ
る。」（20～21頁）と述べている。
「ガバナンス改革」は，教授会の審議事項である教育研究業績の審査につい
ても，学長がリーダーシップを持って，教育研究業績の審査が適正であるかど
うかを判断すべきこと，教授会から複数の採用候補者の推薦を受けて，その中
から採用することや「選考」についての適正を担保するために，教授会とは別
に，学長の下に特別の委員会を設置することなどを提案している。
事例1．広島修道大学の事例－「ガバナンス改革」は，広島修道大学の事例
を挙げている。広島修道大学では，教員採用計画は，運営委員会（委員長は学
長）で策定し，大学評議会（議長は学長）で決定する。採用は，公募等による
候補者の中から，教員推薦委員会（委員長は学長）が推薦適格者を決定し，そ
の者について学部教授会の資格審査・判定を経て，学長が決定する。（5頁）
事例2．青森公立大学の事例
青森公立大学教員採用及び昇任規程は，教員人事の責任の所在の明確化，透
明化という点で，より明確な規程となっている。青森公立大学教員採用及び昇
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任規程の特徴は，次の通りである。
⑴学部長，あるいは研究科長と協議しなければならないが，教員人事の発議
権は，学長にある。
⑵実質的な決定権は，人事委員会が持っていると考えられる。教員の採用及
び昇任に係る選考は，人事委員会の議に基づき，理事会が行うことになってい
るが，人事委員会は，理事長，学長，事務局長，教育研究審議会委員の職にあ
る者1名，経営審議会委員の職にある者1名で構成され，人事委員会の委員長
が理事長になっている。教育研究審議会は，人事委員会が選考の審議を行うに
当たって意見を徴する機関として位置付けられている。また，選考委員会の選
考結果を人事委員会が否決したときの手順も明記されていることからも，実質
的な決定権は，人事委員会が持っていると考えられる。人事委員会の議事は，
記名式投票により行うものとなっているのは，個々の構成員の責任の明確化を
意図したものと思われる。
⑶「学部教授会の審議権」の内容が限定されている。「学部教授会の審議権」
の内容は，教員の採用及び昇任に係る資格の審査（任期付教員の再任に係る業
績審査を含む。）を行う選考委員会の構成員（教員）を選出し，選考委員会か
ら審査の結果について選考結果報告書に履歴書及び業績目録等を添えて報告を
受けることである。
⑷選考委員会の選考経過と選考結果について，密室性を排除し，透明性を確
保できるように配慮している。すなわち，選考委員会は，審査の結果について
選考結果報告書に履歴書及び業績目録等を添えて，人事委員会及び教授会に報
告するとともに，その後，当該選考結果報告書，履歴書及び業績目録等を1週
間以上縦覧に供しなければならない。また，学長は，選考委員会の選考経過に
ついて，学部長あるいは研究科長から報告を求めることができる。
「学部教授会自治」との関連で言えば，「学部教授会の審議権」の内容が限定
されていることである。「学部教授会の審議権」の内容は，教員の採用及び昇
任に係る資格の審査（任期付教員の再任に係る業績審査を含む。）を行う選考
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委員会の構成員（教員）を選出し，選考委員会から審査の結果について選考結
果報告書に履歴書及び業績目録等を添えて報告を受けることである。
また，選考委員会は，審査の結果について選考結果報告書に履歴書及び業績
目録等を添えて，人事委員会及び教授会に報告するとともに，その後，当該選
考結果報告書，履歴書及び業績目録等を1週間以上縦覧に供しなければならな
い。また，学長は，選考委員会の選考経過について，学部長あるいは研究科長
から報告を求めることができる。（青森公立大学教員採用及び昇任規程の内容
及び特徴については，青野［2012］101～104頁参照。）
青森公立大学教員採用及び昇任規程のようにすれば，審査対象となる教員の
研究業績を理解できない教員が，同じ学部構成員というだけで選考委員会の構
成員となることはなく，選考委員会は，審査の結果について選考結果報告書に
履歴書及び業績目録等を添えて，人事委員会及び教授会に報告するとともに，
その後，当該選考結果報告書，履歴書及び業績目録等を1週間以上縦覧に供し
なければならない。また，学長は，選考委員会の選考経過について，学部長あ
るいは研究科長から報告を求めることができるから，実質的には，何の業績審
査もせず，学部教授会の構成員の出席者の3分の1以上が無記名投票で賛成票
を入れなければ，その教員人事は否決できるといった社会常識では考えられな
いようなことは生じない。また，学長が，選考経過について，学部長報告を求
めても，学部長が「教授会自治」を盾にとって，報告を拒否するという社会常
識では考えられないようなことは生じない。
このような規程を作れば，「学部教授会自治」の「重要事項についての恣意
性」や「教員人事についての恣意性」という大きな弊害を大きく改善できる。
松山大学も，「学部教授会自治」の弊害を改善するために，青森公立大学教員
採用及び昇任規程から学ぶことが多いと思われる。
「ガバナンス改革」も，大学のガバナンスの目的を達成するために，人事に
ついての学長がリーダーシップを持つことの重要性を強調し，学長は「教授会
での教員業績審査に際しての利害関係者の関与の有無や，教育研究業績が十分
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であることを確認しているか，といった選考の手続きや，判断の適正の確保に
努めるべきであり，適正でない場合には，教授会に審査を差し戻すことがあっ
てよい。」また，教授会の「『選考』についての適正を担保するために，例えば，
学長の下に特別の委員会を設置することなども考えられる。」（20～21頁）と
述べている。
5．3．教員の資格審査と教員評価システムの構築
学外の専門能力を持った専門家の活用
学部教授会構成員が教員人事についてその資格審査権を持っていることの合
理性を主張できる唯一の理由は，学部教授会が教育・研究者の専門集団とし
て，学部内の教員の教育・研究能力を審査するのに最も優れた専門家から構成
されているという前提である。しかし，すでに述べたように，このような前提
は，充たされない。教員の教育・研究能力や業績の審査は，審査する能力を
持った者と公平に審査する意思を持った者が行うべきである。
地方私立大学においては，特定の学部において専門的な能力を持って審査で
きる教員は少ない。このような問題を緩和する一つの方策は，例えば，大学コ
ンソーシアムや学会を活用して複数の大学からその分野での専門家を審査員と
して客観的で公正な審査ができるようにすることである。現在，多くの学会で
レフリー付の論文審査が行われているように，客観性・公平性を保つために
は，その分野での専門家と社会的に認められている人が審査することが必要で
ある。当該大学の教員だけでなく，複数名の他大学の教員や学会の専門家に審
査員になってもらうことによって，客観的で公正な審査が期待され，若い優れ
た研究者が安心して地方私立大学に応募できる。複数名の他大学の教員や学会
の専門家が審査員になっているということ自体，その大学の教員は一定水準を
充たしているということであり，当該大学の評価を上げるであろう。もちろん，
各大学には，それぞれの大学の基本方針があり，その基本方針は審査において
尊重されるべきである。しかし，それぞれの大学の基本方針を審査の基準にす
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るならば，事前にその基本方針を評価可能な形で審査対象者や審査員に示した
上で審査を行うべきである。大切なことは，事前に審査の基準を明確にして恣
意性を避け，特定学部の既得権益や多数勢力の支配を避けることである。
これから一層進行すると予測される少子高齢化と人口の長期的減少の下で
は，終身雇用制と年功序列制は維持出来ない。若手は，任期制にならざるを得
ないであろう。大学の再生・活性化にとって最も重要なことは，優れた人材の
確保である。当該学部や当該大学にこだわらず，他大学の専門家を積極的に活
用し，教員の資格審査や新規採用に専門性・客観性・透明性を確保すること
は，地方大学が再生・活性化する最も確実な方法である。
教員評価システムの構築
教員経験のない若手教員の任期制雇用，任期制のポストから任期制のないポ
ストへの昇進，業績のある教員の「教授」や「特任教授」への採用，教員の再
雇用や再々雇用について，当該大学の教員だけでなく，複数名の他大学の教員
や学会の専門家に審査員になってもらうことが大切であるが，学部教授会の多
数派からも，理事会の多数派からも独立した「教員評価システム」を構築して
おくことが重要である。教員評価システムは，コースの定理が教えるように，
評価者と評価される者との関係を事前に明確にし，両者の交渉費用が最小にな
るように設計されねばならない。
「教員評価システムの構築の必要性」については，すでに青野［2012］で詳
しく述べているので，ここでは，簡単に述べておこう。
⑴ 個々の教員が事前に評価可能な評価システムの構築
個々の教員にとって目指すべき方向が事前に判断できるような評価システム
でなければならない。事前に示した評価基準と評価項目以外で教員を評価して
はならない。事前に示した評価基準と評価項目と異なるような事後的な評価
は，評価の恣意性を助長するのみならず，評価システムそのものの信頼を損な
う。
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⑵ 研究・教育業績の評価を中心に特定の評価項目に偏らない評価システム
の構築
教員の評価基準には，研究業績と教育業績を中心として，社会貢献，学内貢
献があり，それぞれを具体的にどのように評価するかという評価項目がある。
これらの評価は，研究業績と教育業績を中心として全体として評価されるべき
であって，このうち，主に教育業績や学内貢献のみを評価項目にするといった
評価システムにすべきではない。その理由の第一は，評価の客観性である。教
育の成果や学内貢献の成果は，恣意的にならざるを得ず，それらの評価項目に
偏った評価は，評価システムの客観性を損なうからである。第二は，研究業績
を評価しないことは，特に将来性のある若い研究者の研究意欲と研究環境を低
下させることによって望ましい教員市場の流動性を低下させるからである。第
三は，高等教育機関としての大学教員の養成過程の性質から，研究には熱心で
あるが，教育には不熱心な教員は存在するが，その逆は存在しないからである。
特に，私立大学においては，学内貢献の成果を高く評価すべきではない。学内
貢献の成果の評価は，最も恣意性が高く，教育・研究で貢献せず，社会的にも
評価されていない教員が，学内政治に暗躍し，学内を支配するインセンティブ
を与える。私立大学における学内貢献は，主として，手当て等の金銭での支給
の方が弊害は少ない。
⑶ 評価者の明確化と評価過程の透明化
教員評価システムが定着するためには，誰がどのようなプロセスで評価する
のかということが評価される教員に明示されなければならない。
⑷ 評価される教員への評価の公開と評価に対する異議申し立て制度の確立
評価の公開と評価に対する異議申し立て制度がなければ，教員評価システム
を恣意的に運用しても評価者は，その代価を支払わらなくてもよいから誤った
運用や恣意的運用を避けようというインセンティブが働かない。また，異議申
し立て制度がなければ，異議のある教員は，法的手段に訴えるしかない。これ
は，学校法人にとっても教員個人にとっても社会的コストの高い方法である。
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コースの定理が示すように，規則や制度は可能な限り，予想される社会コスト
を最小にするように設計されることが望ましい。異議申し立て制度は，多数の
応募者がある教員新規採用のような選抜の場合には手続きと時間的コストが高
すぎて，適用することが難しい。教員新規採用には，学外者を含む専門家の審
査が大きな役割を果たす。しかし，任期制の下での再任や再雇用，終身雇用制
の下での教授の昇任等といった特定の教員の可否を問うときには，異議申し立
て制度は，極めて有効であり，不可欠であるといえる。評価される教員への評
価の公開と評価に対する異議申し立て制度が存在すること自体が，評価過程の
透明化と個々の教員が事前に評価可能な評価システムを構築することを助長す
る役割を果たす。
第6章 研究・教育業績評価の基準－経済学を事例として
6．1．日本学術会議の平成25年11月11日に策定された「経済学分野の参照基
準（原案）」等について
学部教授会自治の弊害を除去するためには，外部の専門家を含む専門家によ
る客観的・中立的な研究・教育業績の審査が不可欠であるが，問題は，研究・
教育を評価する基準は，何かということである。以下では，経済学に例をとっ
て考察しよう。
日本学術会議経済学委員会経済学分野の参照基準分科会は，平成25年11月
11日に「経済学分野の参照基準（原案）」を策定し，この原案をもとに，同年
12月4日に公開シンポジウム「大学で学ぶ経済学とは～学士課程教育におけ
る参照基準を考える～」を開催した。12月4日に公開シンポジウムに提出さ
れた原案に寄せられた意見をもとに改定を行った「経済学分野の参照基準（原
案・第二次修正）を平成26年2月25日に発表しているので，「経済学分野の
参照基準（原案）」および「経済学分野の参照基準（原案・第二次修正）と対
照的な経済学についての考え方とを比較しながら，経済学の分野で大学教員の
研究・教育を評価する基準について考察する。
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日本学術会議経済学委員会経済学分野の参照基準検討分科会委員長の岩本康
志氏の平成25年12月4日の公開シンポジウムでの「経済学分野の参照基準案
について」の発表及び資料によると，「参照基準」とは，「何を教えるのか」で
はなく，「学習成果」に着目し，学生がどのような教養を身につけ，それが，
どこで役に立つのかが重要であるという観点からつくられたものである。経済
学の方法としては，1．モデル分析の重要性，2．モデルと現実経済との整合
性のチェックの重要性，3．国際的コミュニケーションの容易さを挙げてい
る。
また，世界の経済学科のカリキュラムの現況では世界のトップ50大学で，
Web不明な8大学を除く42大学の内，ミクロ経済学とマクロ経済学を基礎科
目としている大学が大部分であり，ミクロ経済学とマクロ経済学に政治経済学
を加えているのはごく少数で日本だけであること，また，経済史を基礎科目と
している大学もごく少数である。日本学術会議経済学委員会経済学分野の参照
基準分科会の原案では，国際的に通用しているものを採り，日本の状況とは距
離を置く，という立場を表明している。これは，経済学の方法として，モデル
分析の重要性，モデルと現実経済との整合性のチェックの重要性，国際的コ
ミュニケーションの容易さを挙げていることと整合的であり，経済学分野の参
照基準分科会の原案では，ミクロ経済学とマクロ経済学を基礎科目にするとい
うことである。
「経済学分野の参照基準（原案）」に対する基礎経済科学研究所の反対
このような「経済学分野の参照基準（原案）」に対して，全面的に反対して
いるのは，基礎経済科学研究所である。基礎経済科学研究所理事会は，2013
（平成25）年11月28日に「『経済学分野の参照基準（原案）』に対する意見表
明」を日本学術会議経済学委員会経済学分野の参照基準検討分科会委員長の岩
本康志宛に提出し，その中で，次のように述べている。
「現在，恐慌・失業・貧困・犯罪，家庭・地域・環境の破壊，さらには震災
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復興などのさまざまな社会問題に苦しむ国民からみた時，『参照基準（原案）』
の想定する経済学は大きな反省を迫られると言わざるを得ません。『国際基準』
とされているアメリカ中心の経済学教育の定着と，それに基づく経済政策の展
開が，恐慌・失業・貧困・犯罪，家庭・地域・環境の破壊などのさまざまな社
会問題を生み出していると，アメリカ国民だけでなく世界の人々の多くが感じ
ています。そして，こうした課題の解決には，そうした経済学に代わる『新し
い』経済学が求められており，その発展には『マルクス経済学』を含む『政治
経済学（ポリティカル・エコノミー）』ないし『社会経済学』の教育・研究は
不可欠であります。こうした時に，このような『参照基準（原案）』が出され
たことは，国民・市民の経済学者コミュニティーへの大きな不信を招くことに
しかならないでしょう。」
基礎経済科学研究所の見解では，経済学の方法としては，モデル分析の重要
性，モデルと現実経済との整合性のチェックの重要性，国際的コミュニケー
ションの容易さを挙げ，ミクロ経済学とマクロ経済学を基礎科目としている世
界の経済学教育の大勢と「それに基づく経済政策の展開が，恐慌・失業・貧
困・犯罪，家庭・地域・環境の破壊などのさまざまな社会問題を生み出してい
ると，アメリカ国民だけでなく世界の人々の多くが感じて」いるのであり，「恐
慌・失業・貧困・犯罪，家庭・地域・環境の破壊などのさまざまな社会問題」
は，「こうした課題の解決には，そうした経済学に代わる『新しい』経済学が
求められており，その発展には『マルクス経済学』を含む『政治経済学（ポリ
ティカル・エコノミー）』ないし『社会経済学』の教育・研究は不可欠」であ
ることになる。
筆者は，「マルクス経済学」には，多少の知識はあるが，「マルクス経済学」
を含む「政治経済学（ポリティカル・エコノミー）」ないし「社会経済学」が
どのような学問体系で，「恐慌・失業・貧困・犯罪，家庭・地域・環境の破壊
などのさまざまな社会問題」にどのような有効な経済政策案を生み出している
のかは知らない。
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6．2．松山大学経済学部におけるマルクス経済学教育の必修化
研究・教育を評価する基準という観点からだけでなく，大学における学問の
自由，教授会自治，情報の公開という観点からも興味深い事例は，松山大学経
済学部におけるマルクス経済学入門の必修化である。松山大学経済学部では，
2002年までは，マルクス経済学入門と近代経済学入門が必修科目であり，多
クラスの少人数教育が行われた。筆者の理解では，マルクス経済学は，奴隷制
社会，封建制社会，資本制社会という階級社会から社会主義社会に移行するの
は歴史的必然であるという唯物史観と資本制社会は，生産手段の資本家的所有
によって資本家階級が労働者階級を搾取している階級社会であることを科学的
に証明したとされる労働価値説を特徴とする経済学である。日本の大学には，
過去においてマルクス経済学の伝統があり，1960年代頃までは，近代経済学
だけでなく，大学によってはマルクス経済学研究が盛んであった。京都大学，
九州大学，大阪市立大学，立命館大学等には，近代経済学グループとともにマ
ルクス経済学グループが存在し，マルクス経済学の社会科学としての科学的正
当性を主張していたといわれていた。しかし，70年代以降，日本におけるマ
ルクス経済学に基づく教育はだんだん下火になった。
6．3．松山高等商業学校（現松山大学）以来の本学の経済学の伝統
各大学の教育には，その大学固有の歴史に基づく伝統がある。松山大学（前
松山商科大学）では，日本の大学において，マルクス経済学研究が盛んであっ
た70年代以前においてもマルクス経済学の伝統はなかった。その点について，
歴史的に明らかにしておこう。
松山高等商業学校（現松山大学）は，大正12年に創立された。松山高等商
業学校創立から新制松山商科大学に至るまでマルクス経済学関係の科目は無
かった。加藤彰廉初代校長の時に重松通直という教授がおり，本人が「資本論
を教えることを許さぬ校長とケンカしてとうとう飛び出した。おっぽり出され
たというのが本当かもしれません……」（昭和22年経專卒 仙波恒徳「松山高
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商開校当時の思い出」－松山商科大学名誉教授増岡喜義先生の玉稿－によせて）
『温山会報』第32号，85頁，平成2年3月10日）と述べているから，マルク
スに理解を示す教授はいたが，短期間であった。加藤彰廉は，社会文明の進歩
は個性の発揮によるものが多く，社会の文明進歩は他より優越の地位を占めよ
うとして研究・研鑽を積み，自由な競争をすることに基づくと考えていた。婦
人に参政権を与えようとしない制度的な不平等には反対するといった当時とし
ては，進歩的な考えを持っていたが，個性の発揮を制限し，自由競争を制限す
る「平等」には，社会文明の進歩をさまたげるもとして反対であった。加藤彰
廉は「思ふに共産主義の如きは最も劣等の平等である。人類の進歩を謀る所以
では決してない。」と述べている。（大正11年6月13日の北豫中学での「説話
青年は何を求むべきか平等か將卓越か」『加藤彰廉先生』389～390頁参照。）
田中忠夫第三代校長の時に昭和12年4月住谷悦冶教授を松山高商教授とし
て採用している。住谷教授は，思想史の分野で優れた業績を挙げた人物であっ
たが，田中校長が住谷教授を採用した経緯は，台北大学の教授だった堀豊彦，
住谷悦冶教授，田中校長が，東大在学中同じ YMCAの寮におり親しかったと
いうことと，住谷悦冶教授の台北大学への就職ができなくなったことと密接に
関係している。住谷悦冶教授がマルクス経済学者であったかどうかは，分らな
いが，戦時下において反政府的とみなされ，昭和17年住谷教授は，松山高商
教授を辞任せざるを得なくなった。（伊藤恒夫「田中先生と三実主義」『田中忠
夫先生』126頁，129～131頁参照。）田中忠夫第三代校長自身は，カソリック
のクリスチャンであった。
松山商科大学になった昭和24～39年までは，経済学の開講科目には，マル
クス経済学関係の科目はなかった。ただ，入江奨氏が，選択科目の中の，一般
教育の「経済学」の中で，近代経済学と旧ソビエトの『経済学教科書』という
マルクス経済学の両方を教えられていた時期があった。また，稲生晴氏がマル
クス経済学者と言われていた。
マルクス経済学が開講科目として登場したのは，昭和62（1987）年度であ
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る。「マルクス経済学入門」が必修科目として，入江奨氏（経済学史），高橋久
弥氏（金融論），清野良栄氏（経済原論Ⅱ）の3人によって教えられている。
経済原論Ⅱは，マルクス経済学である。その後も，マルクス経済学入門が必修
科目として3人担当制の少人数教育が行われ，稲生晴氏（貨幣論），岩林彪氏
（比較経済体制論），出雲雅志氏（経済学史），掛下達郎氏（金融システム論），
松井名津氏（経済学史）といった教員達によって平成13年度まで続いた。平
成14年度から「マルクス経済学入門」がどのような理由か分からないが「社
会経済学入門」になり，「マルクス経済学入門」と同様に，必修科目として3
人担当制の少人数教育が行われている。担当者は，平成13（2001）年度の「マ
ルクス経済学入門」と平成14（2002）年度の「社会経済学入門」の担当者は
同じであり，岩林彪氏，掛下達郎氏および松井名津氏である。
以上より，明らかなように，大正12年の松山高等商業学校（現松山大学）の
創立から新制松山商科大学を経て昭和62（1987）年に至るまで松山大学には，
マルクス経済学の伝統は無かった。少なくとも，全ての経済学部の学生に必修
科目としてマルクス経済学教育を行う伝統はなかった。
6．4．松山大学経済学部におけるマルクス経済学教育の特徴
松山大学経済学部のマルクス経済学教育において極めて特徴的なことは，多
くの大学でマルクス経済学の教育を行う教員が少なくなった80年代後半の時
期にマルクス経済学入門が少人数・多クラスの3人教員担当制で必修科目とさ
れ，ベルリンの壁が崩壊し，ソビエト連邦や東欧の社会主義圏が崩壊した90
年代に全ての経済学部の学生に必修科目としてマルクス経済学教育を行うこと
の重要性が教授会構成員の大多数によって主張され続けたことである。そし
て，少人数・多クラスでマルクス経済学教育を行うのに適した教員が採用され
た。教授会構成員の大多数によって主張された松山大学経済学部におけるマル
クス経済学入門の必修化は，社会的には，あまり知られておらず，2002年に
なって松山大学（前松山商科大学）の卒業生等から経済学部におけるマルクス
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経済学入門の必修化が話題になり始めた時期にマルクス経済学入門は，社会経
済学入門という必修科目に替わった。マルクス経済学の伝統がない大学に，80
年代後半に少人数・多クラスでのマルクス経済学教育を必須化し，90年代以
降にマルクス経済学教育を必修科目として多くの教員が教える大学は，筆者の
知る限りでは日本の大学には存在しない。その点で，松山大学経済学部は，極
めて特徴的である。
なぜマルクス経済学入門を必修科目として多くの教員が教えなければならな
いのか，なぜマルクス経済学入門が社会経済学入門に替わったのか，社会経済
学とはどのような学問なのかは，マルクス経済学入門にしろ，社会経済学入門
にしろ，松山大学経済学部教員の大多数が必修科目として必要であると認めた
という以外には学外には分らない。筆者にも分らないから，恐らく経済学部以
外の他学部の教員にも分らないであろう。松山大学の伝統とは異なり，マルク
ス経済学を必修科目として学生に学ばせることが松山大学経済学部の新たな特
色であると経済学部教員の多数が考えたのならば，直接の説明，刊行物やイン
ターネット等を通じてその必要性についての情報を学内外に積極的に発信して
広く周知徹底し，説明をすることが強く求められる。
6．5．松山大学経済学部におけるマルクス経済学必修化の問題点
筆者は，松山商科大学（現松山大学）経済学部に昭和45年から39年間勤め
させて頂いたが，松山大学経済学部においてマルクス経済学を必修科目として
学生に学ばせることには，反対であった（反対であった唯一の教員であったか
も知れない）。
その理由の第一は，学生の就職問題である。公務員試験にしろ，企業の試験
にしろ，必要とされるのは，（近代）経済学の知識とその応用能力である。マ
ルクス経済学を信奉し，資本主義は，搾取社会であり，社会主義社会に移行す
るのが歴史的必然である，と就職試験で言えば，まず，その学生は，就職試験
に通ることは難しいであろう。もっとも，最近の学生は，心得ていて，就職試
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験で「資本主義は，搾取社会で全般的危機である」などと答える学生はほとん
どいないであろう。しかし，若い時にゼミ等で指導教授から繰り返し言われた
考え方は，心に深く残る。また，日本経済論などは日本の現実と将来を知る重
要な分野であり，理論分野の応用という側面があるが，筆者の知る限り，中学
校で習う1次方程式程度のモデル分析を使う授業もほとんどなっかった。学生
は，近代経済学入門の授業を1年生の時に履修しておけば，その後は，近代経
済学的な分析を使う授業をほとんど履修しなくても卒業できた。他大学の編入
試験を受けたり，大学院を受けるとき，経済学の試験では，（近代）経済学の
問題が出題される。マルクス経済学だけで，経済学の編入試験や大学院を受験
できる大学は，松山大学以外には，筆者は知らない。また，研究者をめざし，
大学の教員を志望した時，マルクス経済学で採用してくれる大学は，極めて少
ない。松山高等商業学校の誇るべき伝統は，「就職に強い」ことであった。ま
た，「学生中心主義」「学生あっての学校」というのが，加藤彰廉初代校長の考
え方であった。この「就職に強い」という伝統は，長い期間の企業との信頼関
係で築き上げてきたものである。マルクス経済学入門を必修科目として教えて
いたある教員が，マルクス経済学を真剣に勉強していた学生が就職の相談に来
たとき，「本学には，三実主義がある。三実主義を勉強したと答えなさい。そ
の後，その学生の就職がどうなったかは知らない。」と書いているのを見たこ
とがある。筆者は，二度とそのような文章を見たくない。マルクス経済学を必
修科目として学生に教える教員は，終身雇用制の下で65歳の定年まで雇用さ
れる。松山大学経済学部の多数派に加わっていれば，70歳まで再雇用・再々
雇用される可能性が高い。筆者は，学生を就職させることのできないような学
部は，学部の名に値しないと考えている。医師になれない医学部や薬剤師にな
れない薬学部が医学部や薬学部の名に値しないのと同様である。
松山高等商業学校以来，松山商科大学に至るまで，「就職が良かった」とい
う伝統は，マルクス経済学を必修科目として導入する以前にできたものであ
る。教育の評価は，それが卒業生のその後の人生にどれだけ役立つかによって
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測られる。80年代以降にマルクス経済学を必修科目として学生に教えなけれ
ばならないことを主張し続けた大多数の経済学部教員は，松山高等商業学校以
来，松山商科大学に至るまで，「就職が良かった」という伝統に照らして，マ
ルクス経済学の必修化が学生の就職やその後の人生にどのように役立つと考え
てマルクス経済学を必修化したのか，また，どれだけ役立ったのかを，卒業生
を含むステークホルダーや社会に説明する責任がある。これは，「教授会自治」
とは，別次元の問題である。
第二の理由は，松山大学経済学部の教員の大多数がマルクス経済学を必修化
することを求めている状況下では，マルクス経済学と近代経済学，あるいは，
マルクス経済学の必修化を求めている教員とマルクス経済学の必修化を求めて
いない教員の間では，社会科学として議論する共通の基盤がないからである。
筆者の理解では，マルクス経済学は，奴隷制社会，封建制社会，資本制社会と
いう階級社会から社会主義社会に移行するのは歴史的必然であるという唯物史
観と資本制社会は，生産手段の資本家的所有によって資本家階級が労働者階級
を搾取している階級社会であることを科学的に証明したとされる労働価値説を
特徴とする経済学である。唯物史観では，なぜベルリンの壁が崩壊し，生産性
の高い筈の社会主義国から資本主義国に移行したのかが説明できない。これに
対して，近代経済学は，市場の機能を重視する考え方や市場の機能の限界を指
摘する考え方等，いろいろな考え方があるが，平成25年11月11日に策定さ
れた「経済学分野の参照基準（原案）」が述べているように，操作可能なモデ
ルを構築して，そのモデルを分析すること，モデルと現実との整合性をチェッ
クすること，学問用語の定義と意味が世界的に標準化されており，国際的なコ
ミュニケーションが容易であることで共通している。筆者は，松山大学経済学
部でマルクス経済学を教えている教員の書いた論文で操作可能なモデルを構築
して，そのモデルを分析した論文を見たことがない。マルクス経済学者が近代
経済学者を批判するのであれば，批判する近代経済学の論文を理解できること
が不可決である。現在は，世界や日本で通用するのは，近代経済学的分析手法
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を用いた経済学である。本学の松山高等商業学校以来の優れた伝統は，「優れ
た教員の確保と養成」である。今までのようなマルクス経済学教育をする教員
の採用の仕方では，理論や理論を踏まえた政策・応用分野において，世界は言
うに及ばず，日本で通用する教員を確保・養成することは，困難である。
筆者は，松山大学に自己の信念に基づいてマルクス経済学を研究する教員が
いること自体に反対しているのではない。どのような信念，思想を持つかは，
思想・信仰の自由である。マルクス経済学を必修科目として学生に教えること
に反対しているのである。また，モデル分析やモデルと現実との整合性を
チェックといった経済分析には不可欠の分析をしないでマルクス経済学や社会
経済学の優位性を主張する教員に反対しているのである。世界の経済学科のカ
リキュラムの現況では世界のトップ50大学で，Web不明な8大学を除く42
大学の内，ミクロ経済学とマクロ経済学を基礎科目としている大学が大部分で
あり，ミクロ経済学とマクロ経済学に政治経済学を加えているのはごく少数で
日本だけであること，日本でも政治経済学を基礎科目としている大学は，少数
である状況で，マルクス経済学の必修化は，グローバル化する社会の下で，卒
業生の活躍の場を狭める。
筆者は，昭和41年から46年まで5年間，神戸大学大学院の経済学研究科に
在籍していた。筆者の記憶が正しければ，その当時から神戸大学経済学部に
は，マルクス経済学という授業科目は無かった。ただ，選択科目の「経済学史」
の中でマルクス経済学について授業をしているようであった。（筆者は，「経済
学史」を受講していないので詳細は，分からない。）神戸大学経済学部の科目
は，ほとんどが近代経済学の科目であった。
ただ一人異彩を放つ教授がおられた。その教授は，経済学や数理経済学を講
義し，自他共に認めるマルクス経済学者であったが，その透徹した近代経済学
への理解とマルクス価値論の連立方程式での再構築によって卓越した経済学者
であった。Economic Jounal他の世界の一流の経済学会誌の他，日本の近代経
済学理論の学会誌「理論経済学」にも多数の論文を掲載され，マルクス経済学
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者として初めて「理論経済学会」（現在の日本経済学会）の会長にも選ばれた。
その教授の研究会や発表には，主義主張を異にする多くの若い近代経済学研究
者が集まり，大きな刺激を受けた。その教授は，御自身が指導する大学院生に
は，研究者として，学会で発表すること，研究をまとめて本にし，学位を取る
ことを強く勧められたた。研究とイデオロギーとを峻別し，近代経済学の研究
でも優れた研究は正当に評価した。また，評価できる学識が十分にあった。逆
に，近代経済学を十分に研究しないで，近代経済学の研究をマルクス主義から
批判する者を「マルクスくずれ」と称して強く批判した。特に，指導生には，
厳しく批判した。
筆者は，その教授からも教えを受け，マルクス経済学について多少の知識は
持っているつもりである。もちろん，筆者の近代経済学やマルクス経済学の知
識は，その教授の学識に比べれば，足元にも及ばないものであろう。筆者がそ
の教授から学んだことは，相手を批判するときには，まず，相手を正当に評価
しなければならないということである。また，その教授の生き方から学んだこ
とは，思想と理論と行動は一致すべきで，「経済学は，人間の生き方を学ぶ学
問である」ということであった。筆者がその教授のような生き方ができたとは，
決して言えない。しかし，現在，松山大学経済学部でマルクス経済学を必修科
目として教えた教員も，マルクス経済学を必修科目として教えることの重要性
を主張し続けた大部分の教員も，著者の知る限り，誰一人として，学外で堂々
と自己の思想・主義に基づいてマルクス主義の重要性を主張して自らの立場を
明らかにし，経済学を生き方の問題として，社会改革に活躍している教員はい
ない。自分で学外において堂々と主張できないような主義や学説を卒業後，社
会で活躍しなければならない学生に吹き込んではならない。これでは，「教授
会自治」の名の下に，マルクス主義の重要性を主張する教員を増やし，学内政
治に暗躍し，結果として，自分達の利益拡大に利していると言われても仕方が
ないであろう。松山高等商業学校創設以来の「優れた教員の確保と養成」とい
う誇るべき伝統は，決してこのような教員を確保・養成することではない。
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結びに代えて
松山高等商業学校の誇るべき伝統の第一は，「すべての学生の個性に応じた
就職先の確保」である。「学生あっての学校」という学生中心主義は，松山高
等商業学校初代校長加藤彰廉の教育に対する基本的な考え方であった。大学の
評価は，卒業生のその後の社会での活躍に対する社会的評価によって決まると
いっても過言ではない。卒業しても，まともに就職できない学部や大学では，
大学の責任を果たしているとは言えない。新設の私立高商にもかかわらず，「就
職が良かった」という松山高等商業学校の評価は，大正14～15年の不景気の
時期に「何としても就職させねばならない」という初代校長加藤彰廉を中心と
する教員の血のにじむような努力とその後の努力の積み重ねによって定着した
ものである。
松山高等商業学校の誇るべき伝統の第二は，「優れた教員の確保・養成と教
育・研究を重視する伝統」である。「教育」は，学生が教えられたことの何を
身に付け，それがその後の人生にどれだけ役立つかによって決まる。「研究」
は，利害関係のない研究成果を評価できる第三者の評価によって決まるのであ
り，学内の利害を同じくする仲間同士の評価で決まるのではない。それは，学
問の自由とは正反対の独善性・排他性につながる。学生にとって，優れた先生
とは，研究・教育に優れ，人間的魅力にあふれる先生である。学生の将来を真
剣に考えてくれる先生である。学生にとって，良き師に出会えることは生涯の
喜びであり，その人の人生の宝である。逆に，やる気がなかったり，自己中心
的な教員は，学生のその後の人生観にも悪影響を及ぼす。
初代校長加藤彰廉が，学生が悪いことをする場合，その責任の半分は教員に
あるといったのは，含蓄のある言葉である。
松山高等商業学校の時代には，教員の人事権は，校長兼専務理事が持ってお
り，その権限と責任の下に，初代校長加藤彰廉は，創立に当たり，まず，優れ
た教員の確保・養成に力を注ぎ，優れた教員を確保した。第三代校長田中忠夫
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も優れた教員の確保に手腕を発揮し，優れた教員を確保した。松山高等商業学
校の卒業生の「先生が良かった」という評価は，自分が卒業した母校への誇り
となって，その人のその後の人生の心の支えになった。
現在は，ある意味では，優れた教員の確保は，供給が限られていた戦前の松
山高商時代よりも容易である。現在の大学教員の供給は，過剰気味であり，優
れた教員となり得る人材は多い。審査付論文も多くなり，若い研究者にとって
は，文科系においても，しかるべき大学の博士号取得が必要条件になりつつあ
る（理系では，ほとんど必要条件になっている）。教員審査に優れた専門知識
を持つ学外専門家を導入することと事前評価システムの導入することによって
優れた教員の確保は可能である。大切なことは，18歳人口の激減という長期
的な展望の下で，優れた教員の確保と養成による質の高い学生の確保と就職先
を確保することが地方私立大学が生き残る唯一の道であることを自覚し，その
ために，リーダーとなるべき学長・理事長，理事，学部長を選出できるシステ
ムを作ることである。この点で，現行の「学長選考規程」や「学部長選考規程」
は問題点が多い。「あの大学は先生がいい」という評価も一朝一夕にはできな
い。歴史の長い私立大学ほど長期間かかる。既存教員の既得権益が強いからで
ある。教員の世界も情報が非対称な下では，「悪貨が良貨を駆逐する」。しかし，
「良貨が悪化を封じ込める」ことはできる。
「大学ガバナンス」でも述べられているように，時代は，社会の評価やステ
ークホルダーの意見を反映し，卒業生や専門知識を持つ学外専門家の率直な意
見を導入した大学経営を求めている。根拠のない「自主経営・学内経営」の旗
を振りかざして，既得権益を持つ学内教職員や学部教授会の多数派が実質的な
大学経営権や教員人事権を持ち続けることをすべきではない。自主経営・学内
経営が松山高等商業学校創立以来の伝統である，と言った主張は，根拠のない
誤りであり，今後の松山大学の存続・発展の障害になる。責任の所在が明確で
ないところに，権限があってはならない。
松山大のような地方私立大学が存続・発展するためには，評価可能な目標を
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設定し，それぞれの役割分担と責任を明確化し，理事長・理事，学長・学部長
が責任を取るといったシステムと教員の業績評価のできる専門家による業績評
価・教員評価システムを学内に作ることが求められる。その点で，90年代以
降に新設された地方公立大学の評価システムから学ぶことが多い。これらの地
方公立大学は，過去のしがらみがなく，目標が達成出来なければ生き残れない
からである。
松山大学は，昨年創立90周年を迎えた。筆者は，職場を去るにあたって，
44年間勤めさせて頂いた松山大学が年輪を刻み，創立200周年を祝える大学
として存続・発展してほしいと願っている。100年後には，人口が3分の1に
なると予測されている。環境が大きく変化していく下で，「優秀な教員を確保・
養成し，質の高い学生を教育し，卒業生の個性に応じた就職先を確保する」と
いう松山高等商業学校創立以来の誇るべき伝統を引き継ぐためには，将来を見
通し，新しい発想を持った優れたリーダーと優秀な教員を確保・養成するシス
テムが不可欠である。筆者は，その大きな障害になっているのは，現行の「学
長選考規程」と「学部教授会自治」であると考えている。この2つは，両輪と
なって，松山大学に新しい生命が誕生し，成長するのを摘み取る役割を果たし
ている。
松山大学が，存続・発展するためには，卒業生等のステークホルダーや社会
の評価を反映する仕組みが必要である。しかし，環境が変化する下で，松山大
学のような歴史を持つ大学では，長年の既得権益という固い殻をこじ開け，松
山大学を変革する新しい生命が学内に生まれ，それらが成長する内的要因がな
ければならない。卒業生等のステークホルダーや社会の評価を反映する仕組み
づくりは，いわば，産婦人科医や看護師のようなもので，新しい生命が生ま
れ，成長するのを促進する役割は果たすが，新しい生命を生み出すことはでき
ない。無から有は生じない。まず，学内の教職員が「学長選考規程」や「学部
教授会自治」のどこが，将来の発展の阻害要因になっているのかを検討してほ
しい。どこの組織にも，その組織の将来を担えるような人材は必ず存在する。
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それらの人材の活躍を阻んでいるのは，その組織の制度であり，悪しき慣行で
ある。
（本稿は，2013年度松山大学特別研究助成による成果の一部である。）
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